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第 ２ 回  熊本県議会  経済環境常任委員会会議記録 

 

平成26年４月24日(木曜日) 

            午後１時１分開議   

            午後２時45分休憩 

            午後２時54分開議   

            午後４時33分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

 平成26年度主要事業等の説明 

 報告事項 

①水俣病対策の状況について 

②熊本地域地下水総合保全管理計画に

 基づく第２期行動計画の策定につい

 て 

③高病原性鳥インフルエンザ発生に際

し野鳥に対する対応状況について 

④国の「エネルギー基本計画」の策定

について 

⑤荒瀬ダム本体等撤去工事の進捗状況

について 

――――――――――――――― 

出席委員（７人） 
        委 員 長 山 口 ゆたか 
        副委員長 橋 口 海 平 
        委  員 西 岡 勝 成 
        委  員 城 下 広 作 

委  員 鎌 田   聡 

委  員 重 村   栄 

委  員 佐 藤 雅 司 

欠席委員（なし） 

委員外議員（なし） 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

環境生活部 

          部長 谷 﨑 淳 一 

       政策審議監 田 代 裕 信 

        環境局長 村 山 栄 一 

      県民生活局長 中 園 三千代 

      環境政策課長 正 木 祐 輔 

      首席審議員兼 

     水俣病保健課長 田 中 義 人 

      首席審議員兼 

     水俣病審査課長 中 山 広 海 

    環境立県推進課長 佐 藤 美智子 

      環境保全課長 川 越 吉 廣 

      自然保護課長 三 原 義 之 

      首席審議員兼 

     廃棄物対策課長 坂 本 孝 広 

  くらしの安全推進課長 開 田 哲 生 

      消費生活課長 前 野   弘 

 男女参画・協働推進課長 大 谷 祐 次 

    人権同和政策課長 中 富 恭 男 

商工観光労働部 

          部長 真 崎 伸 一 

      総括審議員兼 

政策審議監兼商工政策課長 髙 口 義 幸 

      商工労働局長 宮 尾 千加子 

     新産業振興局長 奥 薗 惣 幸 

    商工振興金融課長 伊 藤 英 典 

      労働雇用課長 松 岡 正 之 

    産業人材育成課長 石 貫 秀 一 

      産業支援課長 古 森 美津代 

   エネルギー政策課長 村 井 浩 一 

      企業立地課長 寺 野 愼 吾 

      首席審議員兼 

        観光課長 中 川   誠 

        国際課長 磯 田   淳 

くまもとブランド推進課長 成 尾 雅 貴 

企業局 

          局長 古 里 政 信 

   次長兼総務経営課長 五 嶋 道 也 

        工務課長 福 原 俊 明 

 労働委員会事務局 
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          局長 白 濵 良 一 

      審査調整課長 橋 本 博 之 

――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

     議事課課長補佐 小 夏   香 

   政務調査課課長補佐 春 日 潤 一 

――――――――――――――― 

 午後１時１分開議 

○山口ゆたか委員長 それでは、ただいまか

ら第２回経済環境常任委員会を開会いたしま

す。 

 それでは、開会に当たりまして、一言御挨

拶を申し上げます。 

 さきの委員会におきまして委員長に選出さ

れました山口と申します。今後１年間、円滑

な委員会運営に努めてまいりますので、どう

ぞ執行部の皆さん、よろしくお願いいたしま

す。 

 各委員の皆さんにおかれましては、１年

間、地域の現実やそしてさまざまな御意見等

々賜りながら、よりよい委員会活動を展開し

てまいりたいと思っておりますので、どうぞ

よろしくお願いいたします。 

 微力ではありますけれども、しっかりと努

めてまいりますので、橋口副委員長ともども

よろしくお願いしまして、冒頭の御挨拶とさ

せていただきます。 

 続いて、橋口副委員長から挨拶をお願いし

ます。 

 

○橋口海平副委員長 こんにちは。 

 さきの委員会で副委員長に選任いただきま

した橋口海平と申します。今後１年、山口委

員長をしっかり補佐して、円滑な委員会運営

に努めてまいりたいと思います。微力ではあ

りますが、しっかり運営させていただきます

ので、よろしくお願いいたします。 

 

○山口ゆたか委員長 本日の委員会は、執行

部を交えての初めての委員会でありますの

で、執行部の幹部職員の自己紹介をお願いし

ます。 

 なお、自己紹介は、課長以上について自席

からお願いします。また、審議員及び課長補

佐については、お手元にお配りしております

説明資料の中の役付職員名簿により紹介にか

えたいと思います。 

 それでは、谷﨑環境生活部長から順にお願

いします。 

  （谷﨑環境生活部長、田代政策審議監～

中富人権同和政策課長の順に自己紹

介) 

  （真崎商工観光労働部長、髙口総括審議

員～成尾くまもとブランド推進課長の

順に自己紹介) 

○山口ゆたか委員長 続いて、企業局お願い

します。 

  （古里企業局長、五嶋企業局次長～福原

工務課長の順に自己紹介) 

○山口ゆたか委員長 労働委員会、お願いし

ます。 

  （白濵労働委員会事務局長、橋本審査調

整課長の順に自己紹介) 

○山口ゆたか委員長 １年間、このメンバー

で審議を行いますので、よろしくお願いいた

します。 

 それでは、主要事業等の説明に入ります

が、質疑については、執行部の説明終了後、

一括して受けたいと思います。また、執行部

の説明は、着座のままで簡潔に行ってくださ

い。 

 それでは、まず、谷﨑環境生活部長から総

括説明を、続いて、各担当課長から、資料に

従い順次説明をお願いいたします。以下、商

工観光労働部、企業局、労働委員会の事務局

の順にお願いいたします。 

 それでは、谷﨑部長からお願いします。 

 

○谷﨑環境生活部長 済みません、少々長く

なりますが、御了承いただきたいと思いま
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す。 

 資料の説明に先立ちまして、高病原性鳥イ

ンフルエンザについて、県全体の取り組み状

況を御報告します。 

 ４月13日の疑似患畜確認を受けまして、直

ちに知事を本部長とする対策本部を立ち上

げ、１点目、迅速な初動対応、２点目、ウイ

ルスの封じ込め、３点目、監視体制の強化、

４点目、風評被害防止のための広報の４原則

を掲げまして、県庁一丸となって対応してま

いりました。 

 また、初動の段階から、市町村、農業団

体、建設業協会、国の九州農政局や九州地方

整備局のほか、多くの機関に御協力をいただ

きました。 

 さらに、自衛隊からの部隊の派遣を得て、

疑似患畜確認後72時間以内――これは４月16

日７時半まででございますけれども、それ以

内には、殺処分、埋却、汚染物質の処分、農

場の消毒など一連の防疫措置を完了すること

ができました。 

 現時点では、新たな発生はなく、ウイルス

の封じ込めができているものと考えておりま

すが、今後も油断することなく、引き続き全

庁を挙げて監視体制をとり、消毒ポイントの

設置も続けまして、万全の体制で臨んでまい

ります。 

 この間、県議会におかれましては、何かと

御心配をおかけいたしましたけれども、引き

続きの御理解、御支援のほどをよろしくお願

い申し上げます。 

 関連して、環境生活部としての取り組みを

御説明いたします。 

 食の安全、安心の観点では、関係機関やホ

ームページを通して、発生農場から３キロメ

ートルの範囲内の鶏肉や鶏卵の出荷を制限し

ており、現在出回っている鶏肉、鶏卵を食べ

ても安全であることを周知するとともに、食

の安全110番や消費生活センターで県民から

の相談を受け付けております。 

 また、野鳥に対する監視につきましては、

マスコミやホームページを通じまして、相談

窓口を設置していることや死亡野鳥の取り扱

いについて周知するとともに、鳥獣保護員等

による野鳥の監視を強化しております。 

 さらに、県内全体の一層の監視強化を図る

ため、当分の間、県民の方々から通報があっ

た死亡野鳥については１羽から回収し、ウイ

ルスの簡易検査を行う体制を整え対応に当た

っております。 

 次に、資料に沿って御説明をさせていただ

きます。 

 平成26年度組織機構図及び役付職員名簿の

１ページをお開きいただきたいと思います。 

 初めに、組織機構について御説明をさせて

いただきます。 

 当部は、環境局、県民生活局の２局体制の

もと、本庁11課、出先機関２機関という構成

で、職員数は、本庁183名、出先機関12名の

合わせて195名となっております。 

 昨年度からの変更点といたしまして、水銀

条約外交会議が終了したことによる水俣条約

外交会議推進室を廃止しました。また、南関

町に建設している公共関与による産業廃棄物

処分場の建設等に関する業務を廃棄物対策課

が所管することに伴いまして、公共関与推進

課を廃止いたしております。 

 なお、２ページから10ページまでは、当部

の役付職員名簿及び事務分掌となっておりま

す。 

 次に、平成26年度主要事業及び新規事業の

１ページをお開きいただきたいと思います。 

 平成26年度の当初予算でございますが、一

般会計では、新４カ年戦略に掲げる「幸せを

実感できるくまもと」の実現に向け、加速

化、見える化、核心を突くという観点で取り

組みの重点化を図り、予算総額として196億

9,400万円余を計上いたしております。 

 その主な内容について御説明します。 

 まず、水俣病対策につきましては、公害健
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康被害の補償等に関する法律に基づく認定業

務について、国の対応を踏まえ取り組んでま

いります。また、特措法に基づく一時金や医

療手帳交付の該当者の判定確定にも引き続き

取り組んでまいります。さらに、高齢化が進

む胎児性・小児性患者の方々が地域で安心し

て暮らしていただけるよう福祉サービスの充

実に努めてまいります。 

 次に、安心を実現する取り組みのうち、人

が人として互いに尊重される安全安心な熊本

の実現に向けた取り組みにつきましては、全

ての人の人権が尊重される社会を実現するた

めに、さまざまな人権問題を身近に感じてい

ただけるよう、プロスポーツ団体と連携した

広報啓発や、企業、団体、地域における人権

啓発の指導者育成等に取り組んでまいりま

す。 

 また、安全、安心なまちづくりを推進する

ため、地域防犯リーダーを育成するととも

に、自治会や防犯ボランティア団体が行う防

犯カメラ設置に対する助成などへの支援に取

り組んでまいります。 

 さらに、近年、重大事故も発生しておりま

す自転車の安全利用につきましては、交通安

全教育や街頭での交通安全指導等に積極的に

取り組んでまいります。 

 加えて、消費者の暮らしを守るために、県

下それぞれの地域において、市町村間の広域

連携による窓口の設置を行うなど、相談機能

の強化を図ることといたしております。ま

た、高齢者等の消費者被害の未然防止のため

に、市町村が行う見守りネットワークの構築

を支援してまいります。さらに、多重債務者

対策につきましても、債務整理から生活再建

までの一貫した支援に引き続き取り組んでま

いります。 

 次に、百年の礎を築く取り組みのうち、悠

久の宝の継承の取り組みにつきましては、水

の国くまもとづくりを推進するため、熊本県

地下水保全条例に基づく地下水採取の許可制

等の円滑な運用に努めるとともに、県内外に

向けて熊本の水の魅力を強力に発信するなど

積極的な取り組みを進めてまいります。 

 また、硝酸性窒素が地下水にどのような影

響を及ぼしているかを検証するための調査や

家畜排せつ物等を活用した地域バイオガスシ

ステムの可能性調査を行うなど、硝酸性窒素

対策についても、今後ともできるものから具

体的に取り組んでまいりたいと考えておりま

す。 

 次に、百年の礎を築く取り組みのうち、熊

本アカデミズムの取り組みにつきましては、

県内の小中学生などを対象に、台湾・高雄市

への派遣及び交流を通して、グローバル社会

に視野を向けた子供たちの育成に取り組んで

まいります。 

 次に、百年の礎を築く取り組みのうち、環

境を豊かにするための取り組みにつきまして

は、昨年10月に採択された水銀に関する水俣

条約を踏まえまして、本県が率先して水銀の

使用削減対策を進めていくために、水銀の処

理、保管等についての現状調査や水銀フリー

社会の実現に向けた情報発信等に取り組んで

まいります。加えて、国外における水銀研究

等に貢献するため、研究を行う外国人留学生

に対する奨学金制度を創設します。 

 また、廃棄物対策の推進を図るため、南関

町に建設中の公共関与による最終処分場「エ

コアくまもと」を全国のモデルとなる安全な

施設として建設し、将来にわたって適正に運

営していくために、事業主体である熊本県環

境整備事業団に対しまして、引き続き必要な

財政支援を行うとともに、周辺環境の整備な

ど処分場を中心とした地域の振興にも取り組

んでまいります。 

 次に、平成26年度熊本県のチッソ株式会社

に対する貸し付けに係る県債償還等特別会計

予算でございますが、チッソ県債に係る元利

償還金等の年間所要額として、総額97億6,50

0万円を計上いたしております。 



第２回 熊本県議会 経済環境常任委員会会議記録（平成26年４月24日) 

 - 5 -

 以上、一般会計と特別会計を合わせまし

て、環境生活部の予算総額は294億6,000万円

余となり、平成25年度当初予算と比較します

と、金額にして12億6,000万円余の増額、率

にして約4.5％の増となっております。 

 このほか、水俣病対策の状況のほか２件に

つきまして御報告させていただきます。 

 水俣病対策の状況につきましては、去る３

月31日に水俣病被害者互助会損害賠償請求訴

訟の熊本地裁判決が言い渡されましたが、過

去の最高裁判決と考え方が異なるところがあ

るため、熟慮に熟慮を重ねた結果、上級審の

判断を仰がざるを得ないと判断いたしまし

た。控訴判断までに時間がなかったことか

ら、４月８日に知事による専決処分を行いま

して控訴いたしておりますので、６月議会本

会議におきまして専決処分の御承認をお願い

したいと考えております。 

 また、環境省において本県の要望に誠実に

対応していただき、４月26日に臨時水俣病認

定審査会が開催される予定でございます。今

後、先に出されました総合的検討の具体化の

通知に基づき、審査が積み重ねられることを

期待いたしております。 

 そのほか、先ほど状況の報告をさせていた

だきましたけれども、鳥インフルエンザに対

する対応などについても御報告させていただ

きます。 

 以上が当部の概要でございますが、詳細に

つきましては、関係各課長が御説明いたしま

すので、よろしく御審議のほどお願い申し上

げます。 

 

○正木環境政策課長 環境政策課でございま

す。 

 環境政策課の主要事業、新規事業について

御説明します。 

 主要事業及び新規事業の資料の２ページを

ごらんください。 

 水俣病問題の解決に向けた対策の推進、チ

ッソ金融支援についてでございます。 

 １に、これまでの経緯を記載しております

が、汚染原因者負担の原則、いわゆるＰＰＰ

を堅持しつつ、水俣病患者に対する補償金の

支払いに支障がないようにするため、昭和53

年以降、患者県債、設備県債、一時金県債等

の県債を発行し、チッソに貸し付ける形での

金融支援が行われてきました。しかし、チッ

ソの借入金が膨れ、経営的にも厳しくなった

ため、平成９年度以降、中長期的な観点から

の検討が行われ、ようやく平成12年２月に現

在の形である抜本的支援策が閣議了解されま

した。 

 ２に、その抜本的支援策の概要を記載して

おります。 

 ポイントといたしましては、それまでの患

者県債を廃止し、(1)にありますが、チッソ

の経常利益から患者補償金を優先的に支払っ

た後、可能な範囲で県への貸付金返済を行う

よう、所要の支払い猶予等を行う、また、

(2)にありますが、県が県債償還に支障を来

さないよう、支払い猶予等相当額のうち、８

割を国庫補助金、２割を特別な県債で手当て

する、そして、この特別な県債については、

その元利償還金を100％地方交付税で措置す

るというものです。 

 なお、チッソに対する金融支援に関して、

万一不測の事態が発生した場合には、従来の

閣議決定に基づき、国において万全の措置を

講ずる旨、平成12年２月８日に閣議了解され

ており、一言で言えば県には財政負担はかけ

ないというスキームになっております。特別

会計の予算額は、97億6,512万円です。 

 ３ページをごらんください。 

 チッソへの貸し付けについては、特別会計

を設けて資金管理をしておりますが、こちら

にその平成26年度予算措置額を記載いたして

おります。総額は、予算額の列の一番下の歳

出合計の行をごらんいただければと思います

が、97億6,512万円でございます。 
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 ４ページと５ページをごらんください。似

たような表が並んでいますが、一言で言え

ば、４ページが県の借金、５ページがチッソ

の借金です。 

 まず、４ページですが、平成25年度末のチ

ッソ関連の県債の償還状況でございます。 

 一番右の列の下の行をごらんいただければ

と思いますが、今後の償還予定額は、元利合

わせて648億円余でございます。 

 ５ページをごらんください。 

 平成25年度末のチッソに対する貸し付けの

状況でございます。 

 一番右の列の下の行をごらんいただければ

と思いますが、チッソからの今後の償還予定

額は、元利合わせて2,268億円余でございま

す。 

 次に、６ページをごらんください。 

 水銀フリー社会の実現に向けた取組の推進

についてでございます。 

 これは、水銀フリー推進事業として新規に

行う事業であり、昨年10月に本県で開催され

た水銀に関する水俣条約外交会議において水

俣条約が採択されたことを受け、水俣条約の

早期発効及び水銀フリー社会の実現に向け

て、国内外に対して先導的に取り組むという

ものでございます。 

 なお、環境生活部においては、水俣病保健

課及び廃棄物対策課においても関連事業を計

上しております。 

 環境政策課において実施する事業内容とし

ましては、主に３つあり、総額で1,564万円

余を計上しております。 

 １つ目は、水銀の使用削減・水銀廃棄物の

回収・処理に関する検討会の開催でございま

す。 

 水銀廃棄物の回収・処理等に関する県内外

の専門家等により、水銀フリー推進に関する

県の率先取り組みの方向性や水銀の長期保管

等に関する国への政策提案等について検討を

行います。 

 ２つ目は、国内における普及啓発、情報発

信でございます。 

 水俣条約の内容や水銀フリーに関する取り

組み等について、セミナー開催や環境展示会

への出展等を通じて広く県内外に情報発信を

行います。 

 ３つ目は、連携大学院における水銀専門家

の育成支援でございます。 

 これは、県立大学と国立水俣病総合研究セ

ンターいわゆる国水研の連携大学院におい

て、水銀研究を行う海外からの留学生に対し

て奨学金を給付するものです。 

 連携大学院とは、米印で書いておりますと

おり、国水研研究者に県立大学教員の身分を

付与し、大学院生の指導を行うというもの

で、昨年６月に協定を締結しております。留

学生については、入学希望者に対する選考試

験を行った上で、県立大学大学院博士課程の

秋季入学生として本年10月からの受け入れを

予定しており、本年度は３人分の奨学金等に

関する予算を計上しております。 

 以上、よろしくお願いいたします。 

 

○田中水俣病保健課長 水俣病保健課でござ

います。 

 引き続き、説明資料の７ページのほうをお

願い申し上げます。 

 まず、１の医療対策の推進といたしまし

て、被害者の方々の健康上の問題軽減を図る

ため、医療費の自己負担分を給付しておりま

す。水俣病被害者手帳をお持ちの方には、被

害者救済特別措置法により、表に記載してお

ります給付を行っております。また、表の右

のほうに記載をしております医療手帳は、平

成７年の政治解決により救済を受けられた方

でございまして、被害者手帳とほぼ同様の給

付を行っております。 

 次に、２の水俣病関連情報の発信及び福祉

の充実でございます。 

 １の水俣病関連情報発信事業は、県が行い
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ますもので、語り部の方を海外に派遣するな

ど、国内外での情報発信を行わせていただく

ものでございます。 

 ２の情報発信支援事業は、水俣病資料館の

展示改修を初め、水俣市など関係市町が行う

事業に対して補助をするものでございます。 

 ３の胎児性患者の地域生活支援事業は、家

事援助や通院の付き添いなど、患者の方々の

日々の暮らしを支える事業への補助でござい

ます。 

 ４のリハビリテーション強化支援事業は、

水俣病発生地域の自治体が行っているリハビ

リへの補助でございます。 

 保健課は以上でございます。よろしくお願

い申し上げます。 

 

○中山水俣病審査課長 水俣病審査課です。 

 資料の８ページをお願いします。 

 水俣病審査課では、資料の説明欄にありま

すように、公害健康被害の補償等に関する法

律、いわゆる公健法に基づく水俣病の認定業

務を行っております。 

 米印にありますように、３月末現在の認定

申請件数は601件となっております。うち、

水俣病認定業務の促進に関する臨時措置法に

基づく認定申請件数は１件となっておりま

す。これは、国の臨時水俣病認定審査会、い

わゆる臨水審での審査を求めている件数とな

ります。 

 なお、お手元の資料には、統計上の数字と

して、３月末現在の件数を１件と記載してお

りますが、４月に入りましてもう一件の申請

が上がっており、国への送付手続を行ってい

るところです。 

 次に、１の水俣病認定業務の推進のところ

ですが、公健法に基づく認定申請をされてい

る方に対して、(1)にありますように、疫学

調査や検診を行っております。これにより審

査に必要なデータが取得されることになりま

す。その後、(2)にありますとおり、認定審

査会による審査を経て、知事による処分、つ

まり水俣病の認定または棄却の処分を行うと

いう流れになります。 

 次に、２の水俣病認定申請者治療研究事業

ですが、指定地域に５年以上の居住歴があ

り、申請後１年、一定の症状のある人は半年

経過した後、知事の処分があるまでの間、医

療費等を支給する事業を行っております。対

象者数は、現在128人です。 

 次に、３の水俣病診療拠点設置・ネットワ

ーク構築事業は、地域に最新の医療が提供で

きるよう、研究機関である熊本大学と水俣・

芦北地域における現場の医療機関との間に診

療ネットワークを構築し、その運用を行うと

ともに、医療機関における連携パス、いわば

共通カルテのようなものですが、その運用に

係る事業を行っております。 

 ９ページをお願いします。 

 訴訟対応として、公健法に基づく処分に不

服がある場合の申し立てや訴訟についての対

応を行っております。現在、水俣病関係の訴

訟が４件、知事への異議申し立てが８件、国

への審査請求が13件となっております。 

 なお、水俣病対策の状況につきましては、

後ほど報告事項のところで御報告させていた

だきます。 

 水俣病審査課は以上です。 

 

○佐藤環境立県推進課長 環境立県推進課で

ございます。 

 10ページをお願いします。 

 まず、地球温暖化対策の推進でございます

が、１のくまもとらしいエコライフ普及促進

事業では、熊本らしいライフスタイルの普

及、定着を図るため、(1)や(3)に記載のとお

り、さまざまな形で普及啓発を行ってまいり

ます。 

 (2)の九州版炭素マイレージ制度は、昨年1

0月から沖縄県を除く九州７県で始まったも

ので、節電や環境保全活動の参加者に買い物
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券として利用できるポイント券を交付し、九

州規模でCO2削減に取り組むものです。 

 ２の地球温暖化対策推進事業は、(1)のス

トップ温暖化県民総ぐるみ運動推進会議、こ

れは、知事を議長とし、約500の団体が参加

しているものですが、この会議を中心に、

(2)の地球温暖化防止活動推進員の協力も得

ながら県民運動を広めていこうというもので

す。 

 (3)の事業計画書制度は、事業所ごとのCO2

削減の取り組みについて計画書や報告書を県

に提出し、県がそれを公表することによりCO

2削減の取り組みを促すものです。 

 ３の市町村等再生可能エネルギー等導入推

進事業は、平成24年度及び25年度に国の交付

金で造成した19億円の基金を活用し、役場な

どの防災拠点や避難施設の非常時の電源を確

保するために、太陽光などの再生可能エネル

ギー導入を推進するものです。 

 11ページをお願いします。 

 バイオマス利活用の推進でございますが、

(1)の熊本Eco燃料・バイオマス研究会は、廃

食用油の活用を目的として、平成19年度に産

学行政連携のもと設置されたものです。研究

会の活動を契機に、県内にも高い技術を有す

るＢＤＦ製造業者があらわれております。 

 今後、さらに(2)の県の公用車による率先

利用に取り組み、ほかへの普及拡大を図りた

いと考えております。 

 (3)は、バイオガスシステムの実現に向け

て、モデル地域のバイオマス資源量やエネル

ギー需要調査を実施し、推進体制づくりを行

うものです。 

 次に、「水の国くまもとづくり」の推進で

ございます。 

 地下水の恵みを将来にわたって県民が享受

できるよう、１の「水の国くまもと」推進事

業では、(1)の水の国モニターツアーや(2)の

戦略的広報により、また、(4)の水政策アド

バイザーからの助言も受けながら、県内外に

熊本の水の魅力を発信してまいります。 

 (3)は、阿蘇地域は、熊本地域の地下水と

密接な関連があり、実態を把握しておく必要

性が高いため、地下水採取量や水位に関する

実態調査を行うものです。 

 ２の地下水保全条例円滑施行事業は、改正

条例に基づく地下水採取許可申請を円滑に進

めるため、今年度は、(1)のとおり、未申請

者に対して個別指導を実施することとし、申

請書の処理等に関しては、(2)の専門指導員

の助言も得ながら、処理を加速させてまいり

たいと考えております。 

 (3)は、同改正条例により、新たに水量測

定器設置を義務づけられた地下水採取者に対

して助成を行うものです。 

 12ページをお願いします。 

 ３の熊本地域地下水保全協働推進事業は、

公益財団法人くまもと地下水財団に対する負

担金でございます。 

 ４の水環境教育推進事業は、幼児から小中

学生まで年代に応じた水環境教育を推進する

ものです。 

 次に、有明海・八代海の再生でございます

が、県計画に基づき、国や関係県とも連携し

ながら、海域環境の保全、漁業振興に取り組

むものです。今年度、県全体で58事業、予算

にして221億円を組んでおります。当課で

は、全体の取りまとめ役のほか、１の有明

海・八代海再生推進連携事業において、(1)

の国・関係県等連携推進事業、その他普及啓

発事業に取り組んでまいります。 

 13ページをお願いします。 

 最後になりますが、環境教育・学習の推進

でございます。 

 １の地域環境教育促進事業は、(1)のとお

り、県北地域において、ＮＰＯを活用した人

材育成や環境教育プログラムづくりを行って

まいります。事業を進めるに当たりまして

は、環境センターのノウハウを活用しながら

効果的に進めてまいります。 
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 ２の環境センター運営事業は、県の環境学

習の拠点として、平成５年８月に開館いたし

ました環境センターにおいて、県下の全小学

５年生を対象とした水俣に学ぶ肥後っ子推進

事業などの環境教育を推進している事業でご

ざいます。 

 以上が当課の主な事業でございます。よろ

しくお願いいたします。 

 

○川越環境保全課長 環境保全課でございま

す。 

 説明資料の14ページをお願いいたします。 

 説明欄１の大気質の保全対策の推進でござ

いますが、大気汚染防止法等に基づくばい煙

などの規制事務を行うとともに、36カ所の大

気測定局と移動測定車を活用して、大気環境

の常時監視を行うものでございます。この観

測結果から光化学スモッグ注意報等の発令も

行っております。 

 また、微小粒子状物質、いわゆるＰＭ2.5

でございますが、昨年度までに熊本市分を含

め26カ所の測定局と移動測定車１台の整備を

したところでございます。国が定めた注意喚

起に関する暫定的な指針値に基づき、本県で

も昨年３月５日から運用を開始したところで

すが、この初日に濃度が上昇し、全国初とな

る県民への注意喚起を行っております。 

 また、日中の濃度変化に対応するため、そ

れまでの県下全域を対象とした早朝の予測に

加えまして、県内を４ブロックに分け、日中

における注意喚起でありますとか、大気状況

が改善したときには速やかに注意喚起を解除

するなど、運用方針を昨年の９月20日に改正

いたしております。 

 今後も、引き続きしっかり観測を行うとと

もに、県民へのきめ細やかな情報提供を行っ

てまいります。 

 また、ＰＭ2.5の成分分析などの調査研究

にも昨年度から取り組んでおります。 

 次に、15ページをお願いいたします。 

 ２の環境放射能水準調査事業でございま

す。 

 県では、平成元年から、国の委託を受けま

して、空間放射線量率や地上に落下した大気

中のちりや雨などの降下物等の放射能調査を

実施しております。 

 下のほうに表がございますが、福島第一原

子力発電所の事故直後は、健康に影響のない

ごく微量の放射能が検出されておりました

が、平成23年７月以降は全て不検出という形

になっております。また、昨年２月の北朝鮮

の核実験直後におきましても、モニタリング

調査を強化しておりましたが、測定結果は平

常時と同等の範囲で推移しております。 

 次に、16ページをお願いします。 

 ３のダイオキシン類対策の推進でございま

す。 

 県内を４ブロックに分けて、大気とか公共

用水域等の環境調査を実施しておりまして、

本年度は、菊池、阿蘇、上益城地域において

実施予定でございます。 

 次に、騒音・振動・悪臭防止対策でござい

ますが、(2)の新幹線鉄道騒音・振動調査に

つきましては、平成16年の一部開業以来、こ

れまで国及び県による騒音等の環境基準の達

成状況調査を実施しております。 

 平成25年度は、県、熊本市、八代市、水俣

市が、合計で28地点の調査を実施した結果、

７地点で騒音の基準超過がありました。鉄道

運輸機構等、ＪＲとか、防音対策を講じるよ

う要請を行い、現在対応がなされているとこ

ろでございます。 

 今年度も、その防音対策効果の確認調査及

び沿線地区での騒音振動調査を、関係市町村

と連携しながら継続して行ってまいりたいと

思っております。 

 次に、17ページをお願いいたします。 

 アスベスト対策の推進についてでございま

す。 

 アスベスト問題は、県民の生命、健康にか
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かわる重大な問題であることから、相談対応

や石綿救済法に基づく救済給付申請の受け付

けを行うものでございます。相談件数と申請

の受け付け件数を表にあらわしております。 

 ２の調査事業等の実施につきましては、大

気汚染防止法に基づきまして、建築物の解体

やアスベスト除去作業の届け出指導を初め、

保健所や土木部と連携しながら、立入指導や

周辺環境濃度調査を行っております。 

 次に、19ページをお願いいたします。 

 水質保全対策の推進でございます。 

 １の水質環境監視でございますが、海域や

河川等の公共用水域でありますとか地下水の

水質保全のため、水質汚濁防止法、地下水保

全条例に基づき、保健所と連携し、事業場の

監視、排出水などの水質分析や必要な指導を

行うものでございます。 

 ２の硝酸性窒素対策推進事業、これが本年

度の新規事業でございます。 

 次のページの地下水質監視事業と関連がご

ざいますが、安全で豊かな熊本の地下水を将

来の世代に引き継ぐため、地下水質の主な汚

染原因である硝酸性窒素対策といたしまし

て、現在の窒素負荷量を把握し、将来的に汚

染が広がるのか、または削減されていくのか

を調査、推定し、今後の汚染が懸念されるよ

うな場合、必要な対策を効果的に実施できる

よう検討するものでございます。 

 具体的には、硝酸性窒素の地下への浸透メ

カニズムの調査を熊本大学と連携しながら実

施するとともに、農家アンケートにより施肥

量調査等を行うこととしております。 

 今後とも、関係部局、市町村、事業者と連

携、協働して、地下水への過剰な浸透の抑制

に取り組んでまいります。 

 次に、21ページをお願いします。 

 開発における環境配慮の推進についてでご

ざいます。 

 通常、環境アセスメントと言われているも

のでございまして、開発行為を行うに当た

り、それが環境にどのような影響を及ぼすか

について事業者みずからが調査、予測、評価

を行い、結果を公表して、住民や行政から意

見を聞き、それらを踏まえて、よりよい事業

計画をつくり上げていこうとする制度で、現

在手続中の事業を一覧表に掲載しておりま

す。 

 また、平成23年度に環境影響評価法が改正

されまして、中身について順次施行されてい

ることに伴いまして、県条例の改正に向け、

熊本県環境審議会の中に設置いたしました熊

本県環境影響評価条例検討委員会で条例改正

について検討することとしておりまして、今

後改正の提案をさせていただきたいと考えて

おります。 

 次も、21ページをお願いします。 

 水道事業の推進でございます。 

 安全、安心な飲料水の確保のため、市町村

等が行う水道事業の運営基盤の強化や水道施

設の適正な維持管理などの指導監督を行って

おります。 

 また、国が平成24年度末に公表いたしまし

た新水道ビジョンを受けまして、人口減少、

水需要の変化に伴う料金収入の減少、更新期

を迎える水道施設の急増等、近年の水道を取

り巻く環境変化に即応し、本県の現状と課題

を整理した上で、水道設備のあるべき姿を示

す熊本県水道ビジョンの年度内の策定に向け

取り組んでいるところでございます。 

 環境保全課は以上でございます。よろしく

御審議をお願いします。 

 

○三原自然保護課長 自然保護課でございま

す。 

 資料の22ページをお願いします。 

 まず、自然環境の保全についてでありま

す。 

 本県のすぐれた自然環境を次の世代に引き

継ぐため、自然環境の保全対策や希少野性動

植物の保護対策を進めてまいります。 
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 説明欄１の普及啓発事業では、自然環境学

習講座の開催などによる普及啓発を実施し、

２の自然環境保全対策では、自然環境保全地

域等の開発規制による保全対策や自然ふれあ

い指導員による指導活動を実施してまいりま

す。 

 また、３の希少野性動植物保護対策事業で

は、希少野性動植物の指定やその保護区の管

理を行ってまいります。さらに、４のシカ食

害地植生回復事業では、鹿侵入防止ネットを

設置し、鹿の食害に遭った希少野性植物の回

復過程を調査し、その場所の植生保全を図っ

てまいります。 

 次に、資料の23ページをお願いします。 

 自然公園の保護・利用についてですが、説

明欄１の自然公園保護事業では、自然公園法

や県立自然公園条例に基づき、開発行為の許

可による規制や清掃活動への助成などを行

い、自然公園の適正な保護を図ってまいりま

す。 

 ２の自然公園利用事業では、県有公園施設

や九州自然歩道の清掃管理、また、ビジター

センターの運営管理を行い、さらに３の自然

公園等施設リニューアル事業では、県有自然

公園施設の補修など維持管理を行ってまいり

ます。 

 また、４の自然公園施設改修事業では、県

有自然公園の公園施設のトイレ改修を行いま

す。 

 次に、24ページをお願いします。 

 野性鳥獣の保護管理についてですが、鳥獣

の保護及び狩猟の適正化に関する法律に基づ

き、野性鳥獣の保護管理や有害鳥獣の捕獲を

行うとともに、鳥獣保護センターにおいて傷

ついた野性鳥獣の保護及び保護思想の普及啓

発に努めてまいります。 

 説明欄１の鳥獣保護対策事業では、市町村

が行う猿、カモ、クリハラリス等の有害鳥獣

捕獲への補助を行い、また、２の特定鳥獣適

正管理事業では、鹿の有害捕獲への補助を行

うことで、農林業被害などの軽減に努めてま

いります。 

 なお、イノシシ、鹿の有害捕獲に際しまし

ては、鳥獣被害防止緊急捕獲等対策基金を活

用して対応することとしております。 

 ４の鳥獣保護センター管理運営事業では、

傷ついた鳥獣を受け入れて治療し、自然の生

息地に戻すなどの保護活動を行ってまいりま

す。 

 自然保護課については以上です。御審議の

ほどよろしくお願いいたします。 

 

○坂本廃棄物対策課長 廃棄物対策課でござ

います。 

 引き続きまして、25ページをお願いいたし

ます。 

 まず最初に、廃棄物の排出抑制、再使用、

再生利用の推進につきましてでございます。 

 １のごみゼロ推進県民会議等を通じまし

て、県民、事業者、行政、それぞれが、それ

ぞれの段階におきまして、役割を果たしなが

ら一体的に取り組んでまいりたいというふう

に考えております。 

 ２の産業廃棄物実態調査事業です。 

 これにつきましては、現行の廃棄物処理計

画が、27年度をもって終了いたしますことか

ら、27年度に新たな廃棄物処理計画を策定す

る必要があります。その前年で実態を明らか

にするために、廃棄物の流れとか県民の意識

調査等を行うものでございます。 

 ３番目の産業廃棄物排出量抑制支援推進事

業ですが、これまでリサイクルの技術開発の

みに補助金を出しておりましたが、少し枠を

広げまして、リサイクル及び廃棄物の排出抑

制に係る技術開発を行うものに対して補助を

出すということで枠を広げることとしており

ます。 

 26ページをお願いいたします。 

 廃棄物の適正処理の推進につきましてで

す。 
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 ２の不法投棄等防止対策事業でございます

が、県下10の保健所に警察ＯＢの方を廃棄物

監視指導員として配置をいたしておりまし

て、不法投棄やいろんなものの早期発見に努

めております。また、不法投棄に関する情報

提供協定締結団体として、郵便局等を初めと

しまして95団体ありますが、そういうところ

と連携をしながら不法投棄の未然防止を図っ

ているところでございます。 

 ３番目の海岸漂着物対策推進事業でござい

ますが、これは、国の地域環境保全対策費補

助金事業として、平成25年、26年で１億1,00

0万の事業の採択があっておりますが、平成2

5年度、事業が余りなかった関係上大幅に余

っておりまして、26年度に8,400万ほどの事

業費を計上させていただいております。今年

度で終了する事業ですので、各海岸管理者及

び市町村と連携をさせていただきながら、海

岸漂着物の回収処理を推進してまいりたいと

いうふうに考えております。 

 次の27ページをお願いいたします。 

 ５番目でございますが、優良産廃処理業者

認定制度普及促進事業でございます。 

 これにつきましては、昨今、環境配慮契約

法に基づきまして、産廃処理の委託に当たり

まして、優良事業者を活用するという方向を

国のほうが打ち出しております。各自治体の

ほうにも、そのような方向で検討していただ

きたいと要請が出ております。ただし、県の

場合、優良産廃事業者がまだまだ数が少ない

という状況にありますので、優良産廃事業者

を育成することから始めたいということで考

えておりまして、認定制度に関する研修並び

に認定取得の促進のためのアドバイザーを派

遣する経費として助成をしてまいりたいとい

うふうに考えております。 

 ６番目でございますが、水銀削減に向けた

対応方針策定事業でございます。 

 これは、環境政策課長から御説明がありま

したけれども、廃棄物対策課といたしまして

は、水銀が、どのような形で、どこにどれだ

け存在するのか、それと、それがどのような

形で処理されているかという実態調査をやり

まして、今後の方策検討の基礎資料というこ

とをこの事業でやってまいりたいというふう

に考えております。 

 ３番目の公共関与による産業廃棄物管理型

最終処分場の整備推進でございます。 

 まず、１の公共関与推進事業でございます

けれども、これにつきましては、公共関与の

施設整備並びに供用開始までの開業準備に関

する経費について、必要な財政支援といたし

まして、補助金並びに貸付金を計上している

ものでございます。 

 ２番目の産業廃棄物処理施設モデル事業で

ございますが、これにつきましては、廃棄物

処理場を受け入れていただきました南関町、

和水町に住民生活の改善及び周辺環境の整備

等について交付金を交付するものでございま

す。 

 廃棄物対策課は以上でございます。 

 

○開田くらしの安全推進課長 くらしの安全

推進課でございます。 

 資料の28ページをお願いいたします。 

 初めに、総合的な交通安全対策の推進でご

ざいますが、平成23年度に策定しました第９

次熊本県交通安全計画に基づき、交通安全に

関する各種施策を推進してまいります。 

 １の交通安全推進連盟等補助では、同連盟

に対する補助金の交付を通して、交通安全思

想の普及啓発、高齢者の事故防止等の事業を

展開してまいります。 

 ２の特別啓発事業では、社会問題化してい

る飲酒運転の根絶と自転車の安全利用をテー

マに、広く県民から募集した川柳や標語を使

った県民参加型の広報啓発活動を行うことと

しています。 

 ３の交通事故相談では、引き続き相談員２

名を配置し、示談方法、保険の請求方法等の
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各種相談に対応してまいります。 

 ４の自転車安全利用の促進では、自転車利

用者のモラル、マナーの向上を図るため、高

校生に加えて、社会人、大学生も対象に、モ

デル企業の育成、広報啓発活動等を実施する

こととしております。 

 29ページをお願いいたします。 

 安全安心まちづくりの推進でございます

が、犯罪の起きにくい安全安心まちづくり条

例に基づき、関係機関、団体と連携、協働し

て、防犯に関する広報啓発、自主防犯活動団

体の育成等に取り組んでまいります。 

 ２の絆ネットワーク促進事業では、平成25

年度に引き続き、防犯ボランティア団体の活

動活性化を図るため、アドバイザー派遣事業

を継続するほか、防犯ボランティア団体の活

動を補完するため、防犯カメラの設置に対す

る助成を行うこととしております。 

 ３の犯罪被害者等支援事業では、犯罪被害

者やその遺族が再び平穏な生活を取り戻せる

よう、平成23年度に策定しました犯罪被害者

等支援に関する第２次取組指針に基づき、県

民の理解増進、支援に当たる職員の資質の向

上に努めてまいります。 

 30ページをお願いいたします。 

 食の安全安心の確保でございますが、食の

安全安心推進条例等に基づき、食品の安全

性、安心感の確保に関する各種施策を推進し

てまいります。 

 １の食の安全安心確保対策では、平成24年

度に策定しました第３次熊本県食の安全安心

推進計画に基づき、県民、関係団体等と連携

して、啓発、情報提供等の事業を推進してま

いります。 

 31ページをお願いいたします。 

 ２の食品検査体制整備事業では、本年度

も、生産から流通の各段階において関係部局

が連携して農薬等の残留検査を行うととも

に、その結果を適宜公表してまいります。 

 ３のＪＡＳ品質表示指導事業では、関係機

関と連携して、食品表示制度の普及啓発、指

導等に努める一方で、定期的な巡回指導のほ

か、情報に基づいた必要な調査を行い、違反

事例に対しては厳正に対処してまいります。 

 最後に、32ページをお願いいたします。 

 総合的な青少年施策の推進でございます

が、熊本県少年保護育成条例に基づき、青少

年の健全育成、有害環境の浄化活動に取り組

んでまいります。 

 １のグローバルジュニアドリーム事業で

は、県内の小中学生等30人を台湾に派遣する

事業でございまして、この研修を通じて、子

供たちに自分の夢、可能性を発見する機会を

与え、グローバル社会に適応できる子供の育

成を図ることとしております。 

 ２の少年保護育成条例実施事業では、昨年

10月に施行された改正条例を適正に運用しつ

つ、インターネット上の有害情報から少年を

守るため、関係機関と連携しながら、事業者

や保護者、少年等に対して、改正内容の周知

とフィルタリングの普及促進を行ってまいり

ます。 

 以上でございます。 

 

○前野消費生活課長 消費生活課でございま

す。 

 資料の33ページをお願いいたします。 

 消費者行政の充実強化でございます。 

 消費者被害の激しい変化や複雑巧妙化する

手口に対抗するため、住民に身近な市町村の

相談窓口の支援と県の消費生活センターの機

能強化に努めているところでございます。 

 本年度も、消費者被害の未然防止や被害の

早期救済、多重債務問題の対応に向けて、市

町村や関係機関、団体と連携しながら取り組

みを進めてまいります。 

 １の消費生活相談・啓発事業は、県の消費

生活センターの主な活動でございます。電話

等による相談対応、啓発資料の作成、出前講

座等を実施してまいります。 



第２回 熊本県議会 経済環境常任委員会会議記録（平成26年４月24日) 

 - 14 -

 ２の地方消費者行政活性化事業でございま

すが、県の消費者行政活性化基金を活用いた

しまして、市町村の消費者行政推進を支援す

る事業や、県センターの広報活動、消費者教

育推進計画の策定などを進めてまいります。

特に、(4)の広域連携、見守りネットワー

ク、庁内連携という３つの視点から、市町村

への支援に重点的に取り組んでいくこととい

たしております。 

 資料の34ページをお願いいたします。 

 ３の消費者の暮らしを守る生活再生支援事

業でございます。 

 多重債務者問題に対処するため、債務整理

に向けた家計診断から生活再生中の資金貸し

付けまでの一貫した支援体制の充実に努めて

まいります。 

 次に、４の生涯安心！消費者ライフ推進事

業でございます。これは、今年度の新規事業

でございます。 

 消費生活センターに寄せられる高齢者から

の相談割合が増加しているとともに、その被

害も高額化しております。行政の対応だけで

なく地域全体で高齢者を見守るという観点か

ら、老人会、婦人会、民生委員などを対象と

した研修会を開催するなど、地域見守りネッ

トワークの構築に向けました市町村の取り組

みに対して支援をしますとともに、消費生活

相談を受ける方を養成するためのサポーター

養成講座を開催するなど、地域における見守

り体制、相談体制のさらなる充実強化に向け

た取り組みを進めることとしております。 

 消費生活課につきましては以上でございま

す。よろしくお願いいたします。 

 

○大谷男女参画・協働推進課長 男女参画・

協働推進課でございます。 

 35ページをお願いいたします。 

 まず、協働の推進ですけれども、地域の課

題やニーズが多様化している中で、行政やＮ

ＰＯ等のさまざまな主体が役割を分担しなが

ら課題を解決していくことが必要でありまし

て、それらの取り組みを支援する事業です。 

 そのため、１の県民との協働推進事業につ

きましては、多様な主体による協働の促進を

図るためのＮＰＯ法人等への支援、指導等を

行いますとともに、ＮＰＯ法人の財政基盤や

組織基盤の強化を図るための認定業務等を実

施しております。また、認定制度をさらに柔

軟に運営するための条例の制定を進めており

ます。 

 ２のＮＰＯ等の事業展開支援事業につきま

しては、協働を推進してきた新しい公共支援

事業の成果や総括を踏まえまして、協働を推

進するＮＰＯ等の活動の人的、財政的な支援

を行い、ＮＰＯ活動の活性化を推進すること

としております。 

 次の男女共同参画の推進につきましては、

誰もがその個性や能力を十分に発揮できる男

女共同参画社会の実現を総合的かつ計画的に

進める事業でございます。 

 具体的な事業につきましては、35から36ペ

ージに記載しておりますが、１は、第３次熊

本県男女共同参画計画の進捗管理、２は、小

中高校におけます男女共同参画教育の推進

で、教育読本を配布しております。３は、全

市町村で策定されております男女共同参画計

画の推進の支援、４は、アドバイザーの派遣

や優良事業者の表彰などによる事業者の男女

共同参画の推進等を行うこととしておりま

す。５の男女いきいき幸せ実感促進事業は、

大学等と連携いたしまして、若者の男女共同

参画に関する課題検討を通じて、若者や企業

の意識醸成等を図る事業でございます。 

 最後のくまもと県民交流館における県民活

動の支援につきましては、県民が主体的にさ

まざまな活動をする拠点施設として、40万7,

000人の県民が利用するパレアを運営する事

業でございます。 

 男女参画・協働推進課は以上でございま

す。 
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○中富人権同和政策課長 人権同和政策課で

ございます。 

 説明資料37ページをお願いいたします。 

 私どもでは、さまざまな人権に関する施策

の総合的な推進や広報啓発活動等に取り組ん

でおります。 

 １番の人権施策推進事業は、外部の有識者

によります熊本県人権施策・啓発推進委員会

で御意見を伺いながら、行政、学校、企業、

民間団体等と連携しまして、人権啓発活動を

推進してまいります。 

 ２番の広報・啓発事業は、講演会やイベン

トの開催、マスメディアを活用した広報啓発

等を行うものでございます。 

 ３番のスポーツ組織と連携・協力した人権

啓発活動事業は、新規事業でございます。 

 熊本ヴォルターズと連携しまして、例えば

試合会場でのアトラクションや横断幕の掲

示、啓発グッズの製作などを行い、若い方を

中心として幅広い年代の方々に人権尊重を明

るくアピールしたいと考えております。 

 ４番の研修・人材育成事業は、地域や企

業、団体等で効果的な人権研修を実施してい

ただくために、研修指導者の育成や資料の提

供等を行うものでございます。 

 ５番の相談事業は、主に相談員の人件費で

ございます。 

 ６番の人権啓発活動市町村委託事業は、市

町村が行う人権啓発事業につきまして、全額

国庫によります法務省の地方委託事業を活用

して支援するものでございます。 

 ７番の地方改善事業は、国庫補助を受けま

して、市町村が設置する隣保館の運営や、そ

の施設改修に対する補助を行うものでござい

ます。 

 ８番の人権問題連携調整費は、市町村、法

務省等の関係機関、そして各種団体等と連携

しまして、啓発活動を効果的に推進するもの

でございます。 

 人権同和政策課は以上です。よろしくお願

い申し上げます。 

 

○山口ゆたか委員長 それでは次に、商工観

光労働部の総括説明を真崎商工観光労働部長

にお願いいたします。 

 

○真崎商工観光労働部長 商工観光労働部関

係の主要事業の説明に先立ちまして、高病原

性鳥インフルエンザに関する商工観光労働部

の取り組みについて御報告申し上げます。 

 商工業関係につきましては、商工振興金融

課に直ちに情報収集相談窓口を設置するとと

もに、中小企業者からの相談に対応するた

め、商工関係団体及び熊本県信用保証協会に

経営活動や融資制度に関する相談窓口を設置

していただきました。 

 また、観光関係につきましては、人吉・球

磨管内の旅館、ホテルでは、発生当初一部で

宿泊のキャンセルがあったものの、早急な防

疫措置完了が功を奏し、現在のところ宿泊等

の予約には大きな影響が生じていない状況に

あると伺っております。 

 商工観光労働部といたしましては、引き続

き正確な情報収集及び情報提供に努めてまい

ります。 

 次に、県内の景気・雇用状況及び当部の取

り組みの方向性につきまして御説明申し上げ

ます。 

 日銀熊本支店が４月１日に発表しました金

融経済概観では、県内の景気は着実に回復を

続けていると判断されており、個人消費は引

き続き底がたく推移しているほか、住宅投資

は横ばいの動きとなっております。 

 また、県内製造業の生産は回復しており、

足元の業況感は、製造業、非製造業ともに改

善しております。 

 雇用情勢につきましては、２月の有効求人

倍率が0.96倍と依然として高い水準で推移し

ております。 
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 なお、日銀本店が４月17日に発表しました

地域経済報告では、九州・沖縄地域の景気

は、消費税率引き上げに伴う駆け込み需要と

その反動の影響を受けつつも、基調的には緩

やかに回復しているとされております。 

 このように県内の景気が改善傾向にある中

で、商工観光労働部としましては、引き続き

中小企業の資金繰り支援や雇用対策など、県

内中小企業者、労働者に対するセーフティー

ネットの充実に努めるとともに、国の経済対

策等も活用しながら、成長分野に重点を置い

た施策を積極的に推進し、さらなる県内景気

の浮揚のため、しっかりと取り組んでまいり

ます。 

 それでは、平成26年度の当部の組織機構及

び主要事業、新規事業について御説明いたし

ます。 

 当部の組織機構につきましては、お手元の

平成26年度組織機構図及び役付職員名簿資料

の11ページに記載しておりますが、商工労働

局、新産業振興局、観光経済交流局の３局体

制のもと、本庁10課、出先機関５機関で、職

員数は、本庁180名、出先機関111名の合計29

1名となっております。 

 なお、12ページから18ページまでは、当部

の役付職員名簿及び事務分掌となっておりま

す。 

 平成26年度の主要事業及び新規事業につき

ましては、お手元の平成26年度主要事業及び

新規事業資料の38ページをお開きください。 

 平成26年度当初予算につきましては、一般

会計、特別会計合わせまして、358億2,400万

円余となっております。 

 主な事業の内容について御説明いたしま

す。 

 商工労働局関係では、中小企業の経営支援

につきまして、金融支援と経営支援を一体的

かつ継続的に行うとともに、成長支援に軸足

を置き、創業、事業承継や経営革新を図る中

小企業に対する支援制度を拡充し、中小企業

が抱える多様な課題の解決とチャレンジをサ

ポートしてまいります。 

 雇用対策につきましては、本県産業政策と

一体となり、戦略的産業として位置づけた半

導体及び食品関連産業の振興を図り、安定的

で良質な雇用の創出に取り組んでまいりま

す。 

 産業人材の育成につきましては、産業界や

教育機関等と連携し、県内企業のニーズや技

術の高度化に対応した人材の育成に引き続き

取り組んでまいります。 

 次に、新産業振興局関係では、地場企業の

振興につきまして、県内中小企業の新たな企

業連携体の形成を促し、大手企業のニーズに

対応した共同受注につなげていく取り組み

や、自社技術を活用し、医療・福祉分野への

新規参入に取り組む企業を支援してまいりま

す。 

 新エネルギーの導入促進につきましては、

究極のクリーンエネルギーと言われる水素を

活用した燃料電池自動車の県内における市場

形成に向けた計画策定や北部九州との連携に

よる普及啓発に取り組んでまいります。 

 企業誘致につきましては、研究開発型企業

や食品関連企業の誘致に引き続き取り組むと

ともに、熊本港、八代港の利便性向上と利用

拡大に向けたポートセールスの取り組みを引

き続き推進してまいります。 

 観光経済交流局関係では、観光振興につき

まして、2019年の女子世界ハンドボール選手

権大会や2020年の東京オリンピック・パラリ

ンピックを見据え、国内からのさらなる観光

客誘致はもとより、外国人観光客の受け入れ

環境整備を進めながら、アジアを中心とした

海外からの観光客誘致に取り組んでまいりま

す。 

 海外との経済交流につきましては、台湾や

ＡＳＥＡＮ諸国を中心に、知事トップセール

スや物産展の開催、海外事務所やアドバイザ

ーの活用により県内企業の海外展開を支援し
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てまいります。 

 物産等の振興につきましては、農商工連携

の推進や県産品の販路拡大に取り組むととも

に、グランメッセ熊本の機能強化に取り組ん

でまいります。 

 また、くまモンを活用した企業との連携等

により、くまもとプロモーションを推進し、

本県のさらなる認知度向上に取り組むととも

に、海外展開など新たなフロンティアの開拓

に積極的に取り組んでまいります。 

 なお、本年度の主な事業の詳細につきまし

ては、担当課長から説明させますので、よろ

しく御審議いただきますようお願い申し上げ

ます。 

 

○髙口商工政策課長 商工政策課でございま

す。 

 資料の39ページをお願いいたします。 

 商工観光労働部政策調整事業でございます

が、部内の主要事業を実施するための調査や

研究を行うものでございまして、800万円を

計上いたしております。 

 商工政策課は以上でございます。 

 

○伊藤商工振興金融課長 商工振興金融課で

ございます。 

 資料40ページをお願いいたします。 

 １の商工会・商工会議所・商工会連合会補

助でございますが、商工団体に対し、人件

費、事業費等の補助を行うものでございま

す。 

 ２の組織化指導費補助でございますが、中

小企業団体中央会に対して、人件費、事業費

等の補助を行うものでございます。 

 ３の地域力活用ビジネス創出支援事業でご

ざいますが、小規模事業者の新商品開発など

を支援するため、事業を実施する商工会、商

工会議所等に対して活動経費などの補助を行

うものでございます。 

 次に、41ページをお願いいたします。 

 ４の商店街まちづくり推進事業でございま

すが、中心市街地や地域商店街の活性化に向

けた取り組みに対して支援を行うものでござ

います。 

 42ページをお願いいたします。説明欄の上

の段をごらんください。 

 (4)の商店街ビジョン作成支援事業は、新

規事業でございまして、商店街組織等がビジ

ョン作成を行う場合、それを支援する市町村

に対し補助を行うものでございます。 

 また、(5)の地域商業創業支援事業も新規

事業で、商店街活性化の取り組みや開業等に

対する支援策の共有化を進めるための仕組み

づくりに対して補助を行うものでございま

す。 

 次に、５の熊本まちなかリーダー育成事業

については、商店街が社会的機能を継続的に

発揮できるよう、商工団体と連携し次世代を

担うリーダーを育成するものでございます。 

 43ページをお願いいたします。 

 ６の中小企業金融総合支援事業は、中小企

業融資制度に関するもので、今年度新規融資

枠として286億円を確保しております。 

 下の７のチャレンジサポート中小企業経営

力強化支援事業(経営支援)でございますが、

中小企業の経営力を強化することを目的に、

中小企業が経営支援と金融支援とを一体的、

継続的に受けることを要件として融資につい

て保証料を補助するもので、新規融資枠とし

て30億円を設定しております。 

 44ページをお願いいたします。 

 ８のチャレンジサポート中小企業経営力強

化支援事業(成長支援)につきましては、創

業・事業承継や経営革新を図る中小企業者等

に対し、セミナーの開催や専門家派遣などの

支援を行うもので、創業者支援資金を拡充し

15億円を確保するとともに、新たに事業承継

者おうえん資金を創設し、新規融資枠として

５億円を確保しており、中小企業者が融資を

受ける際に保証料を補助することとしており
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ます。 

 次に、45ページをお願いいたします。 

 ９の中小企業高度化資金等貸付でございま

すが、(1)の高度化資金貸付金は、中小企業

が経営近代化や合理化を図るため、工場の団

地化や共同店舗の建設等を行う際に貸し付け

を行うものでございます。 

 下の(2)の設備貸与資金貸付金でございま

すが、これは、県がくまもと産業支援財団に

資金を貸し付けし、財団が設備を購入して小

規模事業者等に貸与するものでございます。

今年度は１億円の貸し付け枠を設定しており

ます。 

 商工振興金融課は以上でございます。よろ

しくお願いいたします。 

 

○松岡労働雇用課長 労働雇用課でございま

す。 

 46ページをお願いいたします。 

 １、ジョブカフェ関連事業ですが、この事

業は学生を含む若年者の県内就職に向けて公

共職業安定所などと連携して取り組む事業で

ございます。水前寺駅ビルにジョブカフェく

まもとを、また、全ての振興局にジョブカフ

ェ・ブランチを設置して、相談や職業紹介な

ど地域での就職支援に取り組んでおります。 

 また、ことし９月から、ハローワークの求

人情報が県でもオンラインで活用できるよう

になりましたので、各ブランチにおいて個々

の企業の職業紹介も行うこととしておりま

す。 

 次のページをお願いします。 

 ２、将来の『夢＝仕事』発見事業ですが、

これは、若者の勤労観、職業観を育むため

に、職業講話やインターンシップなどを通じ

てキャリア教育の充実を図る事業でございま

す。 

 (1)の将来の『夢＝仕事』発見塾ですが、

これは主に高校生を対象に県内の専修学校の

講師や施設を利用して職場体験を行うもので

ございます。 

 (2)「夢」教育サポート推進事業は、企業

の経営者や人事担当者を職業講話の講師とし

て中学校や高校などに派遣するものでござい

ます。 

 (3)ベンチャー体験事業ですが、これは主

に大学生を対象としておりますが、創業して

おおむね10年以内の若い企業において、大学

生が商品開発のＰＲあるいは販路開拓などの

企業の課題に対して改善提案を行うことがで

きる中長期のインターンシップを行うことと

しております。 

 次、48ページをお願いいたします。 

 労働局との一体的実施事業でございます。 

 これは、昨年３月までにパレアにありまし

た県の仕事相談支援センターと熊本労働局の

施設であるしごとサポート水道町の相談窓口

を昨年４月から一体化して運営しているもの

でございます。仕事に関する相談から職場紹

介、そして就職後のフォローアップまで一連

の就職支援をワンストップで提供しておりま

す。県では、一人一人に合ったキャリアカウ

ンセリングや生活相談、労働相談などを実施

しております。 

 次のページをお願いいたします。 

 ４、障害者就業・生活支援センター事業で

す。 

 これは、障害者の就業を支援するために、

事業所の開拓を初め、職業訓練のあっせんや

職場定着に向けた支援、あるいは生活面の支

援を行っております。県内を６つの県域に分

けて、社会福祉法人等に委託して実施してい

るものでございます。 

 続きまして、50ページをお願いいたしま

す。 

 緊急雇用創出基金事業です。 

 この事業は、失業者に対して、就業機会の

提供あるいは在職者の処遇改善などを図る事

業でございます。 

 (1)は、県が行う基金事業となりますけれ
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ども、今年度は、昨年度から実施しておりま

す起業支援型地域雇用創造事業に加えて、国

の経済対策で拡充されました地域人づくり事

業、こちらのほうを関係部局と連携しながら

取り組んでまいります。 

 (2)の事業、こちらは市町村への補助事業

となります。 

 (3)は、基金での運用利子の積立金でござ

います。 

 下に表を書いておりますが、平成20年度以

降の基金の造成額は利息を含めて224億円余

りとなっております。これまでの雇用創出累

計は、今年度の事業、これはまだ一部しか数

字が出ておりませんが、これも含めて合計で

約２万1,000人余りの雇用を創出することと

しております。 

 次のページをお願いいたします。 

 ６、戦略産業雇用創造プロジェクト事業で

すが、今年度からの新規事業となります。 

 この事業は、県の産業政策と一体となりま

して、半導体や食品分野の戦略産業の振興を

図り、あわせて安定的で良質な雇用を創出す

ることとしております。 

 事業概要(1)ですが、推進協議会の設置、

運営ですが、事務局に農商工連携支援アドバ

イザー等の選任スタッフを置きまして、経済

界の代表等で構成する協議会を設けて事業の

マネジメント等を行ってまいります。 

 (2)事業主向け雇用拡大支援メニューで

は、新たな雇用による企業の生産性拡大を初

め、新分野への事業展開や海外進出への支

援、あるいは人材確保のためのマッチング支

援を行うこととしております。 

 (3)求職者向けメニューですが、こちらで

は企業ニーズを踏まえて求職者の能力開発や

人材育成を行う予定にしております。事業期

間は、今年度から平成28年度までの３カ年

で、事業費は合計で10億円程度を予定してお

ります。関係事業を通じて625人の雇用創出

の計画をしているところでございます。事業

等対象となる業種は、本県製造業の中核であ

りますセミコンダクタ関連産業、そして、今

後広がりを期待しておりますフードバレー構

想を対象産業としております。 

 この事業は、間口も非常に広くて、本県産

業政策を直接後押しするものですので、実施

に当たっては、部内各課を初め、企画振興部

等、庁内関係部局とも連携して対応してまい

ります。 

 労働雇用課は以上でございます。よろしく

お願いいたします。 

 

○石貫産業人材育成課長 産業人材育成課で

ございます。 

 資料52ページをお願いいたします。 

 １の産業人材強化推進事業でございます。 

 これは、25年３月に策定しましたものづく

りを中心とする産業人材強化戦略に基づきま

して、関係機関等と連携しながら、地元産業

のニーズに対応した技術者の育成、確保を図

るものです。 

 (1)は、産業人材強化ネットワーク推進会

議及び人材育成部会での情報交換等によりま

して、関係機関の関係強化を図っていくもの

でございます。 

 (2)及び(3)は、産業人材強化支援センター

にコーディネーター２名を配置しまして、相

談対応や情報提供を行います。特に、中小企

業のものづくり現場の中核となる人材育成に

つきまして、技術指導、教育訓練に対する講

師派遣などの支援を行います。 

 53ページをお願いいたします。 

 ２の県立高等技術専門校及び県立技術短期

大学校における公共職業訓練でございます。 

 両校は、地場企業の技術力強化及び産業界

のニーズに応じた即戦力となる職業訓練を実

施しております。 

 (1)の高等技術専門校は、54ページ上段ま

での①から④までのとおり、施設内及び委託

によります多様な職業訓練を実施しておりま
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す。 

 (2)の技術短期大学校では、４学科におき

ます実践技術者育成や在職者訓練を実施して

おります。 

 55ページをお願いいたします。 

 ３のものづくりチャレンジ事業でございま

す。 

 若年者のものづくり離れや後継者不足を解

消するため、(1)のものづくりチャレンジ教

室では、技能士の指導によりまして小中学校

等での体験教室を実施します。 

 (2)の専門高校生によるものづくり講習会

では、工業高校や農業高校の高校生が、小中

学生に対しまして体験学習を実施いたしま

す。 

 ４の将来の『夢＝仕事』発見事業でござい

ます。 

 これは、技術者の熟練技能者を工業高校や

農業高校に派遣いたしまして、高校生を対象

に、(1)から(3)のとおり、ジュニアマイスタ

ーや技能士等の就職に結びつく資格取得の講

習会、それから各種競技大会におきます優

勝、入賞に向けた強化講習会、また、指導教

員のための実技指導講習会を実施するもので

ございます。 

 56ページをお願いいたします。 

 ５の電動モビリティ関係人材育成支援事業

でございます。 

 これは、電気自動車等の電動モビリティー

に関します産業人材の育成と県民への普及啓

発を図るものです。 

 (1)の電動モビリティ体験教室及び講習会

は、工業高校や大学等をサポーター校として

認定いたしまして、技術講習会やサポーター

校による小中学生を対象にした体験教室を支

援するものでございます。 

 (2)のサポーター校技術発表会は、ＥＶフ

ェスティバル九州inくまもとを活用いたしま

して、サポーター校の成果発表を行うもので

ございます。 

 産業人材育成課は以上でございます。よろ

しくお願いいたします。 

 

○古森産業支援課長 産業支援課です。 

 資料の57ページをお願いします。 

 １の産業振興ビジョン推進事業は、平成22

年12月に策定した熊本県産業振興ビジョン20

11に重点成長分野を５つ定めており、産学官

が連携する形で取り組みを推進しています。 

 ２の事業革新支援センター事業は、経営革

新や新事業支援のための事業を県から公益財

団法人くまもと産業支援財団に委託するもの

です。 

 58ページをお願いします。 

 ３のリーディング企業育成支援事業は、県

経済を牽引するような高い付加価値を生み出

すリーディング企業を育成することを目指し

て総合的な支援を行うものです。 

 ５の企業連携体活動促進事業は、新規事業

です。 

 大手企業からの共同受注獲得を目的とし

て、複数の地場企業が連携体をつくって活動

するキャラバン隊の活動を支援するもので

す。 

 60ページをお願いします。 

 ６の中小企業構造不況対策支援事業は、半

導体や自動車関連産業を中心に、構造的な課

題を克服するため、高付加価値製品の企画、

開発、販路開拓等に関する専門家を派遣し、

中小企業の成長、自立化を目指すものです。 

 ７の次世代マグネシウム合金拠点化推進事

業は、熊本大学が研究開発した次世代耐熱マ

グネシウム合金について、本県における拠点

化推進や地域企業連携による実用化に向けた

実証の支援、こちらは新規事業になります

が、これらを行うものです。 

 61ページをお願いします。 

 ８の有機エレクトロニクス産業・事業化促

進事業は、これまで県内外の大学、企業との

連携により具体化してきた有機薄膜関連技術
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について、県内企業による実用化に向けた試

作品開発・製造に対して支援するものです。 

 62ページをお願いします。 

 ９の地場企業立地促進費補助は、地場企業

の県内における工場等の新増設及び新規雇用

を促進するため、誘致企業と同等の助成を行

うものです。 

 63ページをお願いします。 

 10の次世代モビリティ普及促進事業は、イ

ンフラとなります充電器の維持管理やＰＲ用

の電気自動車２台の車両リースを行うもので

す。 

 11の超小型モビリティ導入促進事業は、超

小型モビリティーの安全性や性能の検証のほ

か、観光地の新たな魅力の創出、生活移動問

題の改善、地域の活性化等の効果を検証する

ための車両リース及び事業の企画経費です。 

 64ページをお願いします。 

 12の食品周辺関連産業技術振興事業は、県

南フードバレー構想を後押しする目的で、食

品製造業、農業現場のニーズと食品周辺技術

分野のシーズをマッチングするコーディネー

ターの設置と有望案件の試作、開発に対する

支援を行うものです。 

 13のフードバレー構想の推進支援に係る技

術開発は、新規事業です。 

 農産物等の加工性や食品の保存性機能等に

ついて、産業技術センターの最新技術を結集

し、高付加価値化につながる要素技術を開発

することにより、フードバレー構想を推進す

るものです。 

 65ページをお願いします。 

 14の医療・福祉関連産業参入支援事業は、

新規事業です。 

 県内企業が医療・福祉関連市場へ新たに参

入することを支援するものです。今年度は、

特に健康福祉部と連携し、医療・福祉現場に

おける関係者とのマッチングを充実させ、成

功につなげたいと考えております。 

 15の阿蘇採石場終掘基礎調査事業は、平成

28年末の終掘を目指している阿蘇採石場の調

査等に要する経費です。 

 産業支援課は以上です。よろしくお願いし

ます。 

 

○村井エネルギー政策課長 エネルギー政策

課でございます。 

 66ページをお願いします。 

 １、くまもと県民発電所推進事業です。 

 くまもと県民発電所の普及促進を図るとと

もに、県が認証した県民発電所の立地市町村

等が発電事業者と共同で行う地域振興事業に

対する助成と民間事業者が行う新たな県民発

電所実施に向けた事業可能性調査に対する支

援を行うものです。 

 ２、くまもと県民節電所サイト構築事業で

す。 

 県民総ぐるみで省エネ、節電を推進してい

くために、昨年８月に開設しましたくまもと

県民節電所サイトを運営する民間事業者に対

する助成を行いますとともに、県民や県内企

業の節電意欲の向上を目指し普及啓発を行う

ものです。 

 67ページをお願いします。 

 ３、省エネルギー推進事業です。 

 県内の中小企業や各家庭における省エネ設

備の導入を支援するものです。本年度で３年

目になりますが、さらなる省エネを進めてい

くため、家庭向けのゼロエネルギーハウス導

入支援を新たに盛り込んでおります。 

 68ページをお願いします。 

 ４、燃料電池自動車普及促進事業です。新

規事業になります。 

 平成27年度から大手自動車メーカーによる

市販化が予定されている水素を活用した燃料

電池自動車の市場形成に向けまして、普及促

進計画の策定やセミナー、試乗会など普及啓

発を行うものです。 

 ５、市町村モデル地域支援事業です。 

 新エネルギーの導入や省エネルギーの推進
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などに積極的に取り組む市町村に対して支援

を行うものです。昨年度から、継続する市町

村に加え、新たに取り組む市町村をモデル地

域として考えております。 

 エネルギー政策課は以上でございます。 

 

○寺野企業立地課長 企業立地課でございま

す。 

 説明資料の69ページをお願いします。 

 １番の企業誘致事業でございますが、企業

を訪問し、最新情報の収集や本県の立地環境

をＰＲするなど、企業誘致を推進するととも

に、既に本県に立地している誘致企業のフォ

ローアップを行うための事業でございます。 

 続きまして、２番の創造的企業誘致推進事

業でございますが、企業の研究開発部門を誘

致しますとともに、本県の強みである半導体

技術を応用する医療機器展など、関連企業を

対象とした産業展示会への出展などを行うも

のでございます。 

 ３番の産業支援サービス業等集積促進事業

でございますが、コールセンターなどの産業

支援サービス関連企業の誘致を推進する事業

でございまして、誘致した企業への補助金や

テクノプラザビルの維持管理等を行うもので

ございます。 

 70ページをお願いいたします。 

 ４番の企業立地促進資金融資事業でござい

ます。 

 企業立地の促進と県営工業団地の分譲を促

進するために、長期かつ低利の資金を融資す

る制度でございます。 

 71ページをお願いいたします。 

 ５番の企業立地促進費補助でございます

が、これは、誘致企業が事業所の新設または

増設を行った折に、設備投資や雇用の実績を

踏まえて補助金を交付するものでございま

す。 

 72ページをお願いいたします。 

 ６番の工業団地施設整備事業でございます

が、県南地域の市町村が行います工業団地整

備を支援するための調査事業でございます。 

 続きまして、７番はフードバレー構想推進

企業誘致事業でございます。 

 フードバレー構想により県南地域を活性化

させるため、企業への企業誘致活動や広報活

動を行いまして、食品関連企業などを誘致し

ようとするものでございます。 

 73ページをお願いいたします。 

 ８番の国際コンテナ利用拡大助成事業でご

ざいますが、これは、九州北部港などとの輸

送コスト差を縮めることで、県外他港へのコ

ンテナ貨物の流出を阻止しまして、熊本・八

代港の貨物量を増加させるための取り組みで

ございます。 

 最後に、９番の戦略的ポートセールス推進

事業でございますが、これは、熊本港及び八

代港のポートセールスを戦略的に推進してい

くため、増便など利便性を高めました船会社

へのクレーン使用料の一部助成や、企業本社

等への両港の認知を図る国内外でのセミナー

開催などを実施するものでございます。 

 企業立地課は以上でございます。よろしく

お願いいたします。 

 

○中川観光課長 観光課でございます。 

 資料の74ページをお願いいたします。 

 まず、項目１のようこそくまもと観光立県

推進計画展開事業でございます。 

 ようこそくまもと観光立県推進計画は、計

画期間を平成24年度から27年度とし、九州観

光の拠点として選ばれる熊本を目指し、主に

３つの戦略に沿って各種施策を展開している

ところです。 

 戦略の１つ目として、品格ある観光地くま

もとの形成、２つ目として、国内からの誘客

の促進、３つ目として、海外からの誘客の促

進でございます。予算額は、２億2,900万円

余となっております。 

 それぞれの戦略につきまして御説明させて
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いただきます。 

 75ページをお願いいたします。 

 戦略の１つ目、品格ある観光地くまもとの

形成でございます。 

 まず、(1)「食・温泉・水」を柱とした観

光資源の磨き上げにつきましては、多様な来

訪ニーズに合わせた旅行商品づくりや、新た

に熊本の温泉を全国にＰＲするくまもとふろ

モーションを展開するなど、食、温泉、水と

いった３つの観光素材を生かしながら、本県

のブランドイメージの形成を促進してまいり

ます。 

 次に、(2)お客様の視点に立ったおもてな

しの向上につきましては、観光ボランティア

ガイド等の育成強化を図りながら、来訪者の

方々の満足度アップに向けた広域連携等のお

もてなし運動を支援してまいります。 

 76ページをお願いいたします。 

 戦略の２つ目、国内からの誘客の促進でご

ざいます。 

 まず、(1)「選ばれる熊本」観光キャンペ

ーンの展開につきましては、首都圏や関西圏

等の大消費地をターゲットとしまして、交通

事業者や旅行代理店とタイアップし、旅行商

品の開発、着地型イベントの実施、観光ＰＲ

活動等により、効果的な誘客に取り組んでま

いります。 

 次に、(2)九州一体となった観光ＰＲによ

る誘客の促進につきましては、九州それぞれ

の地域の魅力を発信し、まずは九州の認知度

を高め、九州への来訪意欲を高めていく中

で、本県の認知度向上と誘客の促進を図るも

ので、九州横軸３県の事業等を実施してまい

ります。 

 77ページをお願いいたします。 

 次に、戦略の３つ目、海外からの誘客の促

進でございます。 

 (1)海外に向けた情報発信の強化につきま

しては、九州の中心に位置する熊本の地理的

優位性や阿蘇という世界的観光資源など本県

の魅力を積極的に発信してまいります。ま

た、今年度新規事業として、増加傾向にあり

ます外国人観光客の利便性向上に向け、外国

語のスマートフォン用アプリを開発してまい

ります。 

 次に、(2)アジアをターゲットとした誘客

の促進につきましては、東アジアの韓国、台

湾、香港、中国に加え、シンガポール、タ

イ、マレーシアなどの東南アジア各国に向け

て、現地旅行博覧会等への出展や、現地旅行

会社等との連携したプロモーション活動を展

開してまいります。さらに、ムスリム観光客

の誘客戦略の強化等に積極的に取り組んでま

いります。 

 78ページをお願いいたします。 

 続きまして、項目の２、ＭＩＣＥ等誘致促

進事業でございます。 

 この事業は、一般財団法人熊本国際観光コ

ンベンション協会と連携し、各種誘致活動を

強化するとともに、県内で開催されるスポー

ツイベント、大型コンサート及び県内ロケを

伴う映画制作に対して助成等を行うものでご

ざいます。予算額は、2,500万円余となって

おります。 

 次に、項目の３つ目、２０１９女子世界ハ

ンドボール選手権大会支援事業でございま

す。 

 昨年10月28日に開催国が日本・熊本と決定

された本大会については、日本ハンドボール

協会、熊本県ハンドボール協会、熊本市及び

県を構成メンバーとする関係者連絡協議会―

―仮称でございますけれども、などを設置す

る予定であり、大会運営に係る協議、検討を

行っていくものでございます。予算額は、15

0万円余となっております。 

 観光課は以上でございます。よろしく御審

議のほどお願いいたします。 

 

○磯田国際課長 国際課でございます。 

 資料79ページをお願いいたします。 
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 項目１、アジアとの経済交流の推進につき

ましては、成長著しいアジアとのつながりを

さらに強化し、その活力を本県に取り込み、

本県経済の活性化を図ることとしておりま

す。 

 説明欄の(1)海外ビジネス支援アドバイザ

ー運営事業は、香港、シンガポール、台湾に

現地事情に精通したビジネスアドバイザーを

配置するとともに、一層の成長が期待される

ＡＳＥＡＮ諸国において、現地法人をスポッ

トアドバイザーとして活用し、県内企業の円

滑な海外展開を支援するものでございます。 

 (2)台湾・アセアン・香港経済交流事業

は、新規事業でございます。 

 昨年９月に国際交流促進覚書を締結した高

雄市を初めとする台湾や成長著しいＡＳＥＡ

Ｎ諸国等との経済交流活動を促進してまいり

ます。 

 具体的には、現地百貨店での熊本フェア等

の実施を通じた県産品の販路拡大や知事トッ

プセールスにより新たなマーケットの開拓を

図ることとしております。 

 (3)の海外拠点運営事業は、中国経済の中

心である上海市や30年を超える友好提携の交

流実績を有する中国・広西壮族自治区におい

て、熊本上海事務所及び熊本広西館を運営

し、県内企業の中国での展開の支援等を行う

ものでございます。 

 続きまして、資料80ページをお願いいたし

ます。 

 (4)の中国経済交流促進事業は、熊本上海

事務所及び熊本広西館を拠点としながら、巨

大市場である中国との経済交流の促進を図る

ものでございます。 

 具体的には、中国で開催される商談会への

熊本ブースの出展や、中国バイヤーの熊本へ

の招聘による商談会の実施、広西壮族自治区

で開催される中国―アセアン博への出展、ま

た、広西の大型百貨店における県産品の販売

実証等を行ってまいります。 

 (5)海外ビジネスチャレンジ研修支援事業

でございます。これは新規事業でございま

す。 

 県内中小企業者等が行う海外展開を担う若

手人材の育成研修を支援するものでございま

す。往復航空運賃や宿泊費等の海外研修に要

する経費の一部を補助することで、県内企業

の海外展開を促進するものでございます。 

 続きまして、項目２、熊本の強みを活かし

た国際交流等の推進でございます。 

 (1)の姉妹友好交流事業は、本県と友好提

携を行っている中国・広西壮族自治区、米

国・モンタナ州、韓国・忠清南道との交流を

通じて相互理解を促進するとともに、県民の

国際理解や国際感覚の涵養を図るものでござ

います。 

 (2)の熊本県海外研修員等受入事業は、途

上国の青年やブラジルやペルーなどの本県か

らの海外移住者の子弟などを留学生や研修生

として受け入れ、研修等を通じて、それぞれ

の母国の発展に貢献させるとともに、本県と

の交流のかけ橋となる人材を育成するもので

ございます。 

 続きまして、資料81ページをお願いしま

す。 

 項目３、多文化共生の地域づくりでござい

ます。 

 説明欄(1)のＪＥＴプログラム推進事業

は、国の語学指導等を行う外国青年招致事業

により、小中高校等の外国語教育の充実や国

際交流を推進するものでございます。 

 具体的には、県内市町村の取りまとめ役と

して、ＪＥＴプログラムで招いた外国青年の

オリエンテーションの実施や市町村担当者の

会議の開催等を行うものでございます。 

 続きまして、(3)の留学生交流等拠点設置

支援事業は、県内の大学等で構成する大学コ

ンソーシアム熊本が行う留学生の総合的な支

援活動に対し、県、熊本市が連携して補助す

るものでございます。 
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 具体的には、留学生支援のワンストップ窓

口となる留学生コーディネーターの配置、フ

ェイスブック等を活用した留学生ネットワー

クの構築、日本語講座の開設などを行うもの

でございます。 

 最後に、項目４、北朝鮮拉致問題啓発事業

でございます。 

 国際的な人権侵害問題である拉致問題の解

決に向けて、毎年12月に北朝鮮人権侵害問題

啓発週間がございますが、この際に講演会を

開催するなど、北朝鮮に拉致された日本人を

救う熊本県議会議員の会などと連携して、県

民に向けた啓発活動を行ってまいります。 

 国際課は以上でございます。どうぞよろし

くお願いいたします。 

 

○成尾くまもとブランド推進課長 くまもと

ブランド推進課でございます。 

 82ページをお願いいたします。 

 まず１番目、くまもとプロモーション推進

事業でございますが、引き続き九州における

熊本の拠点性の向上を目指しまして、人気が

高まっておりますくまモンを活用いたしまし

たプロモーションを一元的に展開すること

で、観光客の誘客を初めといたします交流人

口の拡大や県産品の販路拡大につながります

よう、熊本のイメージ向上を図ってまいりま

す。 

 主な事業といたしましては、(1)くまモン

を活用したくまもとのＰＲといたしまして、

①くまもとプロモーションにおきましては、

県外に向けまして、観光客の誘客、農林水産

物の販路拡大等に資するよう、関係各課と連

携を図りながら、熊本のプロモーションを図

ってまいります。 

 また、②の地域の特性に応じたＰＲでござ

いますが、関西、福岡に加えまして、昨年か

らは、首都圏におきまして積極的に展開する

ことで、テレビ、雑誌等、マスコミへの露出

が高まるなどの効果が出ており、引き続き、

大都市圏におきまして、くまモンを活用した

熊本のプロモーション展開を行ってまいりた

いと思っております。また、くまモンの人気

が高い香港、それから台湾などを中心に、海

外においても熊本の認知度向上を図り、県産

品の販路拡大や観光客の誘客等に努めてまい

りたいと考えております。 

 次に、(2)くまモン県内プロモーションに

おきましては、昨年の７月にオープンいたし

ましたくまモンスクエアが、新たな観光地と

して定着しつつあり、ことしの３月末には来

場者が25万人を超えるなど、非常に県外から

も多くのお客様がお見えになっております。

中には、海外からのお客様もいらっしゃると

いうことで、今後も県産品の販路拡大等に努

めてまいりたいというふうに考えているとこ

ろでございます。 

 それから、(3)でございますが、くまモン

の商標管理でございます。 

 これは、本年度から新たにくまモンの利用

許諾申請の業務を外部に委託することにいた

しました。これに伴いまして、事務の効率化

と申請者への許諾期間の短縮を図りたいとい

うふうに考えているところでございます。ま

た、県産品の特にアジア市場における販路拡

大に向け、くまモンの商標登録等を積極的に

今進めているところでございます。 

 次に、83ページをお願いいたします。 

 ２のプレミアム商品開発支援事業ですが、

首都圏で展開しております高品質スーパーが

持つノウハウを生かしまして、県内の生産

者、それからメーカー等が連携いたしまし

て、熊本ならではの商品を開発してまいるた

めの補助を行う事業でございます。 

 次に、３番目の新商品等販路開拓マーケテ

ィング支援事業は、農商工連携100選等の商

品におきまして、市場から一定の評価を得ら

れた商品について、県外への販路開拓を行う

際に補助を行う事業でございます。 

 次に、４番目でございますが、県産品販路
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拡大強化支援事業は、大都市圏におきまして

商談会等を開催することにより、県産品の販

路拡大について支援してまいりたいと考えて

おります。 

 次に、84ページをお願いいたします。 

 球磨焼酎等ブランド確立推進事業につきま

しては、県産米を活用した地産地消を進める

ための取り組みといたしまして、県産米を使

用した焼酎のＰＲ事業等により消費拡大を図

るため、地元酒造組合に対する補助事業でご

ざいます。 

 最後に、新規でございますが、熊本産業展

示場改修事業でございます。 

 平成10年３月の開場以来、既に15年を経過

しておりまして、設備の老朽化、陳腐化等が

見られることもありまして、大空港構想の核

施設の一つでありますグランメッセ熊本の機

能強化を行うことで、国際会議の開催や大型

商談会等の受け入れ機能の充実を図るもので

ございます。 

 特に、24年度に天井の一部が崩落したこと

等を受けまして、事業概要の２に書いてござ

いますように、展示ホール、天井の改修も行

ってまいりたいというふうに考えているとこ

ろです。 

 ブランド推進課は以上でございます。よろ

しく御審議お願いいたします。 

 

○山口ゆたか委員長 この際、しばらく休憩

いたします。後方の時計で55分から再開しま

すので、どうぞ休憩してください。 

  午後２時45分休憩 

――――――――――――――― 

  午後２時54分開議 

○山口ゆたか委員長 それでは、休憩前に引

き続き会議を再開します。 

 次に、企業局の総括説明を古里企業局長か

らお願いします。 

 

○古里企業局長 それでは、企業局が所管し

ます事業の概要につきまして御説明申し上げ

ます。 

 まず、組織機構でございます。お手元の資

料、組織機構図及び役付職員名簿の19ページ

をお願いしたいと思います。 

 本庁は、総務経営課と工務課の２課体制と

なっております。また、出先機関として、発

電総合管理所及び都呂々ダム管理事務所を設

けております。職員数は、本庁が38名、これ

に局長、次長を加えまして40名、出先機関が

24名、計64名でございます。 

 現在、企業局で経営しております事業は、

電気事業、工業用水道事業及び有料駐車場事

業の３事業でございます。 

 各事業の経営に当たりましては、第３期経

営基本計画に基づき、経営基盤の強化及び効

率的な事業運営に努めております。 

 まず、電気事業でございますが、荒瀬ダム

関連の費用負担により、撤去が完了するまで

の期間は厳しい経営が続く見込みでございま

す。 

 荒瀬ダムにつきましては、本年度はダム本

体の右岸みお筋部の撤去を予定しておりま

す。 

 阿蘇車帰風力発電につきましては、運転開

始当初から運転制限により売電電力量が低迷

しておりましたが、平成23年度から、安全性

を保ちながら運転制限の緩和や解除を行った

ことから、発電量を増加させることができま

した。また、平成24年12月から固定価格買い

取り制度に移行したことなどによりまして、

平成25年度の決算では、運転開始以来初めて

の黒字を計上できることがほぼ確実な状況と

なっております。 

 このほか、市房と緑川の主力４発電所につ

きましては、老朽化が進んでいることから、

今年度から複数年かけまして主な発電設備の

更新に取り組むこととしております。なお、

更新完了後は、固定価格買い取り制度に移行

し、経営基盤の強化を図ることとしておりま
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す。 

 次に、工業用水道事業のうち、有明工業用

水道事業につきましては、多量の未利用水に

加え、多額の竜門ダム関連経費により厳しい

経営が続いております。 

 そのため、地元の関係市町、関係部局と連

携しながら企業誘致に取り組むとともに、工

業用水以外の水の需要開拓等にも引き続き取

り組んでまいります。 

 最後に、有料駐車場につきましては、従来

より黒字経営を維持しており、今後も、引き

続き、利用者サービス向上等により利用台数

の増加に努めていきたいと考えております。 

 詳細につきましては、次長及び工務課長か

ら説明いたしますので、よろしくお願いいた

します。 

 また、報告事項として、荒瀬ダム撤去の状

況を説明させていただきます。よろしくお願

いいたします。 

 

○五嶋企業局次長 資料の85ページをお願い

いたします。 

 企業局の３事業の今年度当初予算の総括表

でございます。事業ごとに収益的収支と資本

的収支に分けて記載しております。 

 なお、平成26年度予算より新しい公営企業

会計基準が適用されております。今回の当初

予算におきましては、補助金等を受けた固定

資産の減価償却費の計上方法などの変更によ

りまして、全体的に予算額が増加しておりま

す。 

 また、工業用水道事業会計において、損益

が大幅に減少しておりますが、これも新会計

基準により、これまで受けた補助金を順次収

益化することになったことによるものでござ

いまして、実際の現金収支が改善するもので

はございません。 

 まず、電気事業会計についてですけれど

も、収益的収支で約１億5,900万円余の損失

となっております。水力と風力の発電では黒

字を見込んでおりますが、荒瀬ダム撤去等の

経費負担が大きく、資本的収支の差し引きも

合わせますと、11億3,000万円余の不足とな

ります。厳しい経営状況でございます。不足

分につきましては、内部留保資金等により補

塡するものでございます。 

 次に、工業用水道事業会計では、収益的収

支で7,000万円余の損失となっております。 

 これは、有明・八代工業用水道事業におい

て多量の未利用水を抱え収入が伸びない中、

支出の面で有明工業用水道事業の竜門ダム関

連経費が経営を圧迫しているためでございま

す。 

 次に、有料駐車場会計では、安定的経営を

続けており、収益的収支で5,000万円余の利

益を計上しております。 

 86ページをお願いいたします。 

 企業局の経営基本計画でございます。 

 第３期経営基本計画に基づきまして、経営

の基盤強化及び効率的な事業運営を図ること

としております。 

 また、本計画は、今年度が最終年度となり

ますので、今年度に次期経営基本計画を作成

することとしております。 

 87ページをお願いいたします。 

 電気事業でございますが、１の施設等の状

況でございます。 

 水力発電は、球磨川の市房第一以下７つの

水力発電所で最大出力５万4,200キロワット

の発電を、それから風力発電につきまして

は、阿蘇市車帰地区で最大出力1,500キロワ

ットの発電を行っております。 

 次に、２の経営状況でございます。 

 現在稼働しております７つの水力発電所で

は利益を計上する見込みでありますが、荒瀬

ダム撤去関連の費用負担により、ダム撤去が

完了する平成29年度までは厳しい経営が続く

見込みでございます。 

 阿蘇車帰風力発電所につきましては、平成

23年度から、メンテナンスの強化を図りなが
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ら、運転制限の緩和、解除を実施しましたこ

とから、昨年度の売電電力量は、運転改善の

取り組みを開始する前の平成21年度に比べま

して約2.2倍となっております。また、平成2

4年12月から固定価格買い取り制度へ移行し

たこともあわせ、平成25年度の決算は、現在

作業中ではありますが、運転開始以来初めて

の黒字を計上できるものと見込んでおりま

す。 

 なお、平成25年４月からは、緑川第三及び

菊鹿水力発電所についても、固定価格買い取

り制度へ移行し、平成25年度は約6,000万円

収入が増加する見込みでございます。 

 また、市房と緑川の主力４発電所につきま

しては、今年度から発電設備の更新に取り組

むこととしております。完了後は固定価格買

い取り制度による売電を予定しており、収益

の安定化と経営基盤の強化につながるものと

考えております。 

 88ページをお願いいたします。 

 ３の荒瀬ダム撤去についてでございます。 

 全国初の取り組みとして、24年度から29年

度の６年間でダム本体撤去工事を行うことと

しております。 

 まず、(1)ダム本体等撤去工事についてで

ございますが、平成26年度の工事予定につき

ましては、後ほど御報告させていただきま

す。 

 次に、(2)の環境モニタリング等について

でございますが、安全や環境に配慮したダム

撤去を進めるため、治水面及び環境面の調査

を行うとともに、フォローアップ専門委員会

において評価検証を進めてまいります。 

 荒瀬ダム撤去関連工事費は、ダム本体撤

去、砂れき泥土除去など、６億7,400万円余

を計上しております。 

 次に、(3)ダム撤去に伴う地域課題でござ

いますが、ダム撤去に伴う地域の課題につき

ましては、地域対策協議会において協議を重

ね、一定の方向づけを行ったところでござい

ます。 

 今年度も、引き続き、地域の課題への対応

とともに、撤去工事やモニタリングの状況報

告等を行うこととしております。 

 次の89ページから90ページにかけまして、

４番目に、主要発電所の発電設備更新及びＦ

ＩＴ適用についてということで記載しており

ますが、後ほど工務課長のほうから説明させ

ていただきます。 

 次に、91ページをお願いいたします。 

 工業用水道事業でございます。 

 １の施設等の状況ですけれども、有明、八

代、苓北の３つの工業用水道事業を経営して

おります。 

 次に、２の経営状況でございます。 

 事業全体としましては、先ほども申し上げ

ましたとおり、有明、八代の両工業用水道事

業において多量の未利用水を抱え、厳しい経

営状況にございます。また、両工業用水とも

に老朽化が進んでおり、有明では機械設備の

更新、八代では導水管の耐震化に取り組んで

おります。 

 なお、どちらの工事も、平成25年度の経済

対策による国の補助金の対象となりましたの

で、平成25年度２月補正予算で計上してお

り、今年度の当初予算には反映されておりま

せん。 

 次に、事業ごとの状況でございますが、

(2)の有明工業用水道事業につきましては、

平成13年度末の竜門ダム完成に伴いまして関

係経費が増大し、平成14年度から大幅な赤字

になっております。 

 このため、未利用水対策といたしまして、

平成18年度に水道水源の確保を計画していま

した荒尾、大牟田両市の上水道事業への転用

を行うことにより、経常損失は転用前に比べ

まして約２億円減少しました。 

 しかし、転用後も日量約２万立米の未利用

水を抱え厳しい経営状況が続いているため、

経費削減に取り組む一方、さらなる経営改善
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に向け、商工観光労働部、地元市町、県企業

局で構成いたします有明工水需要開拓推進会

議を中心に、連携して誘致活動に取り組んで

おります。 

 さらに、工業用水以外の水を利用している

企業の工業用水への転換や未利用水の他用途

への転用など、あらゆる可能性を探りながら

工業用水の需要拡大に努めております。 

 (3)の八代工業用水道事業につきまして

は、未利用水の水道事業への一部転用等によ

り収支均衡がとれるまでの改善が図られてお

りますが、依然として未利用水を抱えており

ますことから、関係部局と連携して給水対象

企業の掘り起こしなどに努めているところで

ございます。 

 (4)の苓北工業用水道事業につきまして

は、平成25年度末には建設時の企業債償還が

完了しており、経営も安定しております。 

 次に、92ページをお願いいたします。 

 有料駐車場事業でございます。 

 １の施設等の状況のとおり、熊本市中央区

安政町の有料駐車場と新屋敷に月極めの第二

有料駐車場を経営しております。 

 ２の経営状況でございますが、経営的には

安定して毎年度純利益を計上しております。

これまで、耐震補強や運転者の視点に配慮し

た看板等を設置するなど、安心、安全で利用

しやすい駐車場になるよう努めております。

利用台数は、長らく減少傾向にありました

が、平成24年度から増加に転じ、平成25年度

は前年度比１割以上の増加となっておりま

す。 

 また、２月に行われました熊本城マラソン

では、参加者の休憩所として１階の一部を開

放し、利用者から好評の声をいただき、報道

でも取り上げていただいたところです。 

 今後も、さらなる利用者増を目指して、駐

車場利用者のニーズ把握や地域イベントへの

協力など、利用者サービスの向上や認知度向

上に努めてまいります。 

 次に、工務課長から、89ページから90ペー

ジの４、主要発電所の発電設備更新及びＦＩ

Ｔ適用につきまして説明させていただきま

す。 

 

○福原工務課長 工務課でございます。 

 説明資料の89ページをお願いします。 

 説明欄の４、主要発電所の発電設備更新及

びＦＩＴ適用についてでございます。 

 事業概要を説明いたします。 

 企業局では、主力発電所の老朽化や電力自

由化への対応が課題となっており、再生可能

エネルギーの固定価格買い取り制度、いわゆ

るＦＩＴの活用による収益の安定化を前提に

老朽設備のリニューアルと出力のアップを行

うとともに、経営基盤の強化を図りたいと考

えています。 

 (1)の対象発電所でございます。 

 今回リニューアルする発電所は、市房第

一、第二、緑川第一、第二発電所の４カ所

で、それぞれ発電開始以来、53年、43年が経

過しており、法定耐用年数22年を大幅に超え

ております。 

 (2)の事業内容でございます。 

 対象発電所の水車発電機、監視制御装置等

の主要な設備を全面更新することとしていま

す。また、更新するに当たっては、発電効率

の高い設備を導入することにより、最大出力

の増加を４発電所で約1,700キロワット見込

んでいます。これは、一般家庭約1,200戸分

の年間消費電力量を賄える程度の出力アップ

でございます。 

 次に、(3)の総事業費でございますが、約1

00億円を見込んでいます。 

 また、設計を含む全体工期は、平成26年度

から32年度の７年間を予定しています。 

 予算としましては、更新に係る実施設計の

費用として、26年と27年の２年債務で6,500

万円、今年度分として3,200万円余を計上し

ております。 
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 なお、現地工事は、市房につきましては、

平成30年、31年、緑川につきましては、31

年、32年を予定しています。 

 次に、ＦＩＴ適用による売電価格と資金収

支見込みでございます。 

 資料の90ページをお願いします。 

 売電価格は、現在の約３倍の24円になり、

年間収入も30億円になる見込みでございま

す。年間の資金収支見込みは、収入30億円に

対し、支出は、維持管理運営費やリニューア

ル等に用いた企業債の償還金など、合わせて

約16億円でございます。収益14億円につきま

しては、今後の災害や故障等の対応費用、ダ

ム、水道、建物等の老朽化対策費用、ダム湖

等の環境対策費用、また、さらなる将来の発

電設備の更新費用への備えなど電力の安定供

給のための費用となります。 

 工務課は以上でございます。 

 

○山口ゆたか委員長 次に、労働委員会事務

局の説明を白濵労働委員会事務局長からお願

いします。 

 

○白濵労働委員会事務局長 労働委員会事務

局でございます。 

 まず初めに、労働委員会の組織機構につき

まして御説明いたします。 

 平成26年度組織機構図の22ページをお願い

いたします。 

 労働委員会は、労使間に紛争が生じ、自主

的な話し合いで問題が解決できない場合に、

紛争解決を早め、安定した労使関係を築くた

めに、労働組合法に基づきまして設置されま

した行政委員会でございます。 

 当委員会は、公益、労働者及び使用者をそ

れぞれ代表する各５名、計15名の委員で構成

されております。 

 事務局は、事務局長を含めまして９名の職

員でありまして、23ページが、当委員会事務

局の役付職員名簿及び事務分掌となっており

ます。 

 次に、平成26年度当初予算、主要事業及び

新規事業の93ページをお願いいたします。 

 当委員会の当初予算は、委員会費が委員報

酬2,680万円余、事務局費が職員給与費7,290

万円余、運営費540万円余で構成されており

まして、予算総額は１億520万円余となって

おります。 

 次に、主要事業でございますが、94ページ

をお願いいたします。 

 労働委員会の業務は、主なものとして３つ

ございます。 

 第１は、不当労働行為事件の審査業務でご

ざいます。 

 これは、使用者が労働組合活動を阻害する

などの行為を行った場合に、労働組合または

労働者個人からの救済申し立てを受けまして

審査を行い、必要に応じて救済命令あるいは

和解等によりまして解決を図るものでござい

ます。 

 第２は、労働争議、いわゆる集団的労使紛

争の調整業務でございます。 

 これは、労働組合と使用者との間の紛争

が、労使の自主的な話し合いで解決しない場

合に、当時者からの申請に基づきまして、あ

っせんなどを行いまして解決を図るものでご

ざいます。 

 第３は、個別労働関係紛争のあっせん業務

でございます。労働者個人と使用者との紛争

を解決するためのものでございます。 

 平成25年度中に取り扱いました事件は、不

当労働行為審査事件１件、調整事件２件及び

個別労働関係紛争のあっせん17件の計20件と

なっております。 

 以上、当委員会の概要でございます。よろ

しく御審議いただきますようお願い申し上げ

ます。なお、課長からの説明は省略させてい

ただきます。 

 

○山口ゆたか委員長 以上で執行部の説明が
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終了しましたので、質疑を受けたいと思いま

す。なお、質疑を受けた課は、課名を発言の

上、着座のまま説明してください。 

 それでは、質疑はありませんか。 

 

○鎌田聡委員 済みません。まず、16ページ

の環境保全課の新幹線の騒音・振動調査業務

ということで御説明いただきました。昨年度

が10地点で調査されて、７地点で騒音超過だ

ったんですかね。 

 

○川越環境保全課長 環境保全課でございま

す。 

 昨年度10地点中７地点といいますのが、県

の単独調査の部分でございます。昨年度は、

県のほかに熊本市、八代市、水俣市等も調査

しておりまして、県全体でいいますと、27地

点調査をしております。 

 

○鎌田聡委員 その結果で超過していたのが

何地点なんですかね。 

 

○川越環境保全課長 済みません。今27地点

と言いましたが、28地点の間違いです。 

 昨年度、全体で28地点調査をした結果、７

地点で騒音の基準超過があっております。 

 

○鎌田聡委員 その７地点のところの改善策

というのは、どうなんですか。鉄道運輸機構

はどういうふうに対応されたんでしょうか。 

 

○川越環境保全課長 それぞれにＪＲだとか

鉄道運輸機構に対して防音対策を講じるよう

要請を行っておりまして、それに対して対応

された工事等がなされております。しかしな

がら、どうしても現在の技術で騒音対策がで

きないといいますか、騒音の大きさがそれ以

上下がらないというところに対しましては、

個別に対応していると。例えば、住宅に二重

サッシをする等の対策をしてあるということ

でございます。 

 

○鎌田聡委員 では、そういった個別の対策

を含めて、もう７地点については対策は終わ

ったという理解でいいんですか。 

 

○川越環境保全課長 はい。対策は終ってお

りますので、今年度は、その終わったところ

あたりの確認も含めまして、モニタリング調

査をやろうと計画をしております。 

 

○鎌田聡委員 はい、わかりました。今年度

のまた調査次第では、できてない部分があれ

ば、またさらにやられていくということだと

思いますので、やっぱりＪＲ、新幹線は、か

なり、ほとんどが税金でやっているわけで、

それで周辺住民の皆さんが大変お困りになっ

ている状況はやっぱり改善していかなきゃな

らないと思いますので、ぜひ対応方よろしく

お願いしたいと思います。 

 それと、もう１点よろしいですか。 

 

○山口ゆたか委員長 はい、どうぞ。 

 

○鎌田聡委員 済みません。今度は消費生活

課ですけれども、消費税が４月から上がりま

して、いろいろな事業者さんを含めて対応も

大変だったと思いますけれども、少し増税で

の便乗値上げといいますか、そういったもの

とか、税額表示が少しおかしいとか、そうい

ったトラブルは何か入ってきているんですか

ね。 

 

○前野消費生活課長 便乗値上げにつきまし

ては、相談が４月以降13件ほど来ておりま

す。内容的には、スーパーで販売している食

品が値上げの疑いがあるとか、弁当、お菓

子、個々の商品が値上げしている、３月まで

300円台だった商品が400円台以上になってい

るというような特定の店の特定の商品に対す
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る苦情、相談等でございます。 

 対応といたしましては、消費者庁で便乗値

上げ相談を全国的に受け付けている窓口を設

置しておりますので、そちらのほうを紹介し

ております。消費者庁のほうは、関係する商

品ごとに関係省庁に情報提供するというふう

に伺っております。 

 以上でございます。 

 

○鎌田聡委員 そういう対応をされて、ま

だ、改善がされたとかそういう状況は報告さ

れてないんですね。 

 

○前野消費生活課長 消費生活課でございま

す。 

 基本的に、個別の商品の価格設定につきま

しては、事業者のほうの裁量でございまし

て、それが本当に便乗値上げなのかという判

断が我々のほうではつきかねます。 

 例えば、オイルショック、大分昔になりま

すけれども、そのときに一斉にトイレットペ

ーパーが物すごく値上げしたとか、そういう

生活関連商品が価格高騰し、県民の生活に著

しい影響があると、そういう場合は調査をし

て価格の引き下げを勧告というのが条例上定

められておりますが、まだそこまでの状況で

はないのかなというふうに判断しておりま

す。 

 以上でございます。 

 

○鎌田聡委員 じゃあ、13件という件数です

けれども、同じところで複数何か声が上がっ

たとかいう例じゃないんですね。個別にそれ

ぞれ違う例なんですかね。 

 

○前野消費生活課長 個別ばらばらな商店だ

ったと思います。 

 以上です。 

 

○鎌田聡委員 はい、わかりました。 

 

○山口ゆたか委員長 ほかに質疑はあります

か。 

 

○城下広作委員 済みません。広く浅くとい

う形で、ぱんぱんぱんと何個か確認させても

らいたいと思います。 

 まず、15ページの環境放射能水準調査事

業。 

 何かニュースでは、近々北朝鮮が核実験を

するかもしれぬというようなニュースもちら

ちらと聞くものですから、もし実施された場

合には、これはいわゆる降下物の調査という

ことで、体制というのは、これはどうなのか

ということを確認したいと思います。 

 それと、26ページ。 

 海岸の漂着物の事業が余っていると。だか

ら、今年度また上増しで使うということです

けれども、漂着物は、かなり県下の海、そん

なにきれいとは思わないから、たくさんどこ

でも漂着物はあると思うんだけれども、余っ

ているということがよく理解できない。それ

と、今年度で終わるということだから、全部

使い切ってきれいにしてもらいたいと思うけ

れども、そういうめどはどうなのかという部

分ですね。 

 それと、次は、72ページの県南のフードバ

レー構想の部分で、食品管理の企業誘致を積

極的に行うというけれども、今現在で企業の

名前は言えないでしょうけれども、めどが立

っているのか。どういう関係が――県南フー

ドバレー、力を入れてますので、企業誘致は

大事なことですけれども、めどができている

のかということをちょっと確認したいと思い

ます。 

 それと、次は、74ページのようこそくまも

と観光立県推進ですけれども、熊本の戦略の

大事なもので、食、温泉、水とあるけれど

も、この水という位置づけは、どういう売り

込みをしようと考えているのか。熊本は地下
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水で賄っているから、これを優位性として訴

えるのか。県下に湧水池がたくさんある、こ

れがすばらしいからというふうな位置づけな

のか。水の売り方、位置づけ。この３本柱、

食は、和食ブーム、和食は世界遺産ですか

ら。温泉も、これはいいでしょう。ただ、水

というのは、よその県にもどこにでもあるけ

れども、際立って熊本で水が何をという形で

極端に言うのかということをちょっと確認し

たいと思います。 

 それと、80ページ。 

 今まで、中国と特に経済交流はたくさんや

ってきました。我々も、広西壮族によく行っ

たりとか、上海でもいろいろとイベントをや

りました。一部では成功している企業もある

んですけれども、大体ここで交流した企業

が、また、いろいろ商談をやった企業が、現

実に商業ベースになってきたのか。または、

今後やるけれどもなり得るというような形の

保証があるのか。 

 この辺のことの過去の現状と今後の見通

し、なかなか、経済的といいますか、国交は

非常に仲が悪いものだから、この辺の中で、

民民でよくなるのか、ならぬのか。言葉に

は、ばんばんこれは書いてあるけれども、実

際に実績として本当に上がっているのかと。

この辺をちょっと確認したいと思います。 

 

○山口ゆたか委員長 順次答えます。まず

は、川越環境保全課長から。 

 

○川越環境保全課長 環境保全課でございま

す。 

 北朝鮮が核実験等をやった場合というよう

な御質問でございますが、現在、県内には、

放射能の測定器といたしまして、モニタリン

グポストを６基、荒尾、県庁、宇土、八代、

水俣、天草の６カ所に放射能の測定器を備え

つけております。それ以外に、サーべイメー

ターと申しまして、ハンディーではかる機械

でございますが、これが県内に９台あるとい

うようなことで、もしそういう核実験等が起

きた場合には、モニタリング調査のほうを強

化して行いたいと思っております。 

 先ほども報告の中で申し上げましたよう

に、昨年２月に、北朝鮮の核実験の直後にお

いても、そのときは測定結果は平常時と同等

の範囲で推移していたというような結果でご

ざいます。この辺はしっかりとやっていきた

いと思っております。 

 

○坂本廃棄物対策課長 海岸漂着物について

のお尋ねでございますけれども、昨年度海づ

くりの全国大会とかいろんなものがございま

して、そちらの経費等で少しいろんな形の海

岸漂着物の撤去を行ったりとか、そういうも

のもやっていることもあります。それと、災

害等で大きな災害が少なかったということ

で、流木等じゃなくて小さなごみが散乱して

いるというような状況がございます。 

 先生御指摘のとおり、昨年の委員会でも、

委員のほうから同等の御発言をいただいてお

ります。それで、今回残りました8,000万に

ついては、漁連並びに県民のＮＰＯ団体並び

に関係市町村とかと連携しまして、海岸部は

一斉に海岸漂着物の清掃等に取り組んでまい

りたいと思っておりまして、今関係団体と調

整中でございますので、適切に運用してまい

りたいというふうに考えております。 

 以上でございます。 

 

○寺野企業立地課長 県南フードバレー関係

ですけれども、フードバレー構想ができて、

実績としまして、平成21年度、ニッコーさ

ん、食品関係が１件、八代、昨年度、大阪の

アクアピアさん、これは、ロックアイスです

けれども、が芦北に進出していただいており

ます。 

 今年度の見込みですけれども、既に食品関

係で県内に進出希望で、県南を今後検討され
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ている企業がございますが、それが確たるも

のかというと、まだでございますので、引き

続き誘致に向けてしっかりやっていきたいと

思います。 

 以上です。 

 

○中川観光課長 観光課でございます。 

 水をどういうふうに売っていくかというこ

とでございますけれども、熊本の水は、委員

も御承知のように、日本の名水百選の中で４

カ所選ばれております。これは富山と並んで

全国１位でございます。そういう美しいおい

しい水、名水という切り口で、熊本の自然環

境の豊かさという、そういうイメージづくり

をしたいと、そういう切り口で売っていきた

いと思っております。具体に、これから名水

のイメージをどのようにブランド力をつけて

いけるかというのは、また工夫をしていきた

いと思っています。 

 以上でございます。 

 

○磯田国際課長 国際課でございます。 

 先生おっしゃるように、中国のビジネス

は、政治状況等によって影響を受けながら難

しい面とかもあるわけなんですが、基本的に

は13億という巨大な市場でございますので、

その市場というものをやはり見据えると、県

内企業の方々もまだ関心を強く持っておられ

ると思います。 

 県では、上海に置いております県と市と大

学でつくっております上海事務所、それから

30年の歴史がある広西を中心として県内企業

の応援をしておりまして、上海におきまして

は、昨年度、県内企業の方から76件の御相談

とかを受けておりまして、また、イベントに

参加したり等々で熊本のＰＲをしてきており

まして、こちらの場には、物産関係だけじゃ

なくて、いわゆる金へんの製造業の方々の御

相談とかも受けてつないでいっております。

一個一個つないでおりますので、すぐ成果が

出るという形ではないですが、アポイントも

同行したり、そういった形での活動をさせて

いただいております。 

 また、広西においては、中心としては物産

関係を売り込んでいくというのが中心になっ

ております。広西のほうも非常に経済的には

発展してきておりまして、人口も5,000万以

上おる省でございますので、そこに――しか

も、熊本というものは、非常に広西の中では

大変知られておりますので、それをキーワー

ドにしてやっておりまして、お酒のメーカー

の方とか、水素の水を売る方など、小さな形

ではございますけれども、成功事例もござい

ますので、一つ一つ成功事例を積み重ねる形

で県内企業の経済促進に努めていきたいと思

っております。 

 

○城下広作委員 了解しました。 

 

○山口ゆたか委員長 ほかに質疑はありませ

んか。 

 

○佐藤雅司委員 私は、高病原性鳥インフル

エンザ、本当に皆さん方お疲れでございまし

た。でしたじゃなくて、これからも、まだま

だ21日間のあれがありますから、まさにここ

に書いてありますように、油断をせずに見張

っていかなければならぬなというふうに思っ

ておりますが、阿蘇も畜産地帯でございます

から、非常に関心が高いと。これまでにも、

口蹄疫のこととか、それから大分県から来た

鳥インフルエンザ等の事例もありますから、

私どもも非常に緊張感が走ったというのが事

実でございます。 

 したがって、現地には行けませんので、い

ろんな情報を静かに見守ってきたわけです

が、阿蘇振興局だけでも46名、全体で2,000

人ほどの皆さん方が出動されて、まず第１次

行動隊としてやっていただいたということで

ありまして、本当に御苦労をかけたなという
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ふうに思っておりますが、家畜保健所じゃな

くて保健所長まで出たということを私も確認

しておりますが、やっぱり日ごろ余り体力が

ない皆さん方もおられると思いますが、その

方々も出たということで、あれを全部着ると

物すごい暑いそうですね。体力を奪われると

いうことで、私も一回着てみたいなというふ

うに思って、どれだけとられるか、あれして

みたいと思いますけれども。 

 聞くところによると、まだまだいろんない

わゆる言動、いろんな言葉、風評被害、影響

を及ぼしたとか、例えば水の話だとか、飲み

水を煮沸せないかぬとか、そういう話が一部

の人から出て、細かい話がやっぱり相当出て

きておるようでございます。特に、建設産業

とかいろんなところが、かなり県からの指示

がおくれたみたいな話も一部あって、おくれ

たかどうかはわからないわけですが、そんな

話まで聞こえてきております。 

 経験によって、かなり初動体制が早かった

ということで、おおむね、まさにおおむね県

の対応はよかったんじゃないかというところ

まで来ておりますが、これから、もちろん21

日間のあれもあるわけですが、検証をどうい

った形で、どういうふうな動き方をすれば、

もっともっと初動体制――あるいは、関係団

体、それから市町村、こういったところ、関

係団体は消防や警察も含むわけですが、動い

ていくかということを、さらに検証しなが

ら、いわゆる末端に、県だけではなくて、そ

ういう団体に至るまで、こういう言葉とか、

あるいは、こういう動き方をすればまずいよ

という話をしていかなきゃならぬというふう

に思っておりますが、そういった検証をいつ

どこでやられる予定があるのかどうかをちょ

っとお尋ねしたいなと思っております。 

 

○谷﨑環境生活部長 直接的には農林部のほ

うで対応されておりまして、私どもとしても

側面支援という形で職員も対応してまいりま

したが、私どものほうが全庁的な話し合いの

中でもらっている資料の中でお答えさせてい

ただきますと、今回、初動防疫について、つ

まり殺処分とか埋却処分とか、それから鶏舎

の消毒である、そういったものにつきまして

は、これまでマニュアルに基づいてやってま

いったんですが、今回参加した職員あたりの

聞き取り、それからいろんな関係機関の御協

力もいただきましたので、その関係機関から

の聞き取り、そういったものを聞きながら課

題の洗い出しをしていって、これまで県でつ

くっております防疫対策マニュアル、この見

直しを図りたいということで農林部のほうか

らも伺っておりますので、我々としても、全

職員、これについてはウイルスの封じ込めと

いう方向に向かって努力してまいりましたの

で、それに対して、先ほど言いましたよう

に、いろんな意見を添えながら、さらにマニ

ュアルのブラッシュアップを図っていきたい

と思っております。 

 

○重村栄委員 幾つかあるんですけれども、

もうくたびれていますので、ちょっと２つだ

け。 

 公共関与の仕事が今進んでいまして、かな

り南関でできてきています。これが平成27年

の秋だったですかね、供用開始が。たしかそ

うだったと思いますけれども。それはそれで

一応いつから使えるかというめどはできてき

たと。ただ、一方で、菊池にある九州産廃、

これが27年の５月ぐらいで終わるんですよ

ね、持ち込みが。そうなると、半年ばかりブ

ランクができるんですよ。これはどうするん

ですか。 

 

○坂本廃棄物対策課長 先生御指摘のよう

に、公共関与のほうは27年の秋ぐらいにオー

プンする予定でございます。九州産廃につい

ては、今環境保全協定に基づきますと、27年

の３月末をもって一応業として受け入れがで
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きなくなるという形にはなるかと思います。

ただ、まだ穴が全部埋まっている状況ではご

ざいませんので、そこで燃やしたといいます

か、焼却炉がございますので、その焼却炉で

燃やして灰が出ますから、そういうものは入

れていくと。何らかの中間処理をしたものに

ついては、入れるという形のものもあるかな

というふうに思います。 

 それと、九州産廃だけではなくて、北部町

のほうにオー・エスというもう一つ施設がご

ざいますので、そちらのほうと上手に話し合

いながら今後進めていかなければならないん

だろうというふうに今考えているところで

す。 

 

○重村栄委員 多分今おっしゃったような状

況なんですよね。ただ、九州産廃さんは切る

ので、焼却した要するに焼却灰は入れること

ができると。じゃあそのほかのはどうかとい

うと、確約がないという状況ですね。北部の

やつもそうですよね。まだ確約がとれてない

状況なんですね。一方では、もう日にちは決

まっているんですよね。ここはやっぱり早く

めどをつけてやらないと、近づけば近づくほ

ど大変なことになるんじゃないかなというふ

うなちょっと心配があって、大変なことだと

思うんですけれども、これは相手も民間です

からきちっとしてやらないと困る面もあるで

しょうし、県としても、公共関与をやるとい

うきちっとしている以上は、そこら辺は責任

持ってやっとかないといけないことかなとい

うふうに思いますので、早目にきちっとした

ものを出して、ここまではこうできますよと

いうことをしないと、下手したら持っていき

ようがないという状況が起きないとも限らな

いんですよ。これが一番まずいので、これが

ないようにだけはきちんと早目に対応してお

いてください。よろしくお願いします。 

 

○坂本廃棄物対策課長 先生の御指摘は、十

分私どもも課題として認識をさせていただい

ております。２つの最終処分場を持っている

ところだけではなくて、中間処理を持ってい

るところとか産廃事業者の方々等の御意見も

いろいろお伺いしながら、全体の中でまとめ

ていく必要があるかというふうに思いますの

で、その辺は産廃協会のほうとも十分話し合

いをしながら、きちんとした対応策を検討し

てまいりたいというふうに思っております。 

 

○重村栄委員 多分一番心配してあるのは産

廃協会の方々かなというふうに感じておりま

すので、個別のお話を聞くと、非常に産廃関

係の方は心配されていますので、やはり県が

少し先取りしながら方向性をきちっと決めて

やってください。ぜひよろしくお願いしま

す。 

 もう１つよろしいですか。 

 

○山口ゆたか委員長 はい、どうぞ。 

 

○重村栄委員 もう１つ、これ32ページにグ

ローバルジュニアドリーム事業というのがあ

るんですが、ちょっと変な話ですけれども、

これは高校生とか小中学生を台湾にやろうと

いう事業ですよね。これ教育委員会じゃなく

て、何でこの経済分野なのかなと。経済分野

でこれを取り上げてやられるのかな、これは

教育分野のほうが適切じゃないのかなと、ち

ょっとそんな感じたものですから、その辺の

意図は、何か経済分野でする意図があるのか

なと思って、ちょっとお聞きしたいと思いま

す。 

 

○開田くらしの安全推進課長 くらしの安全

推進課でございます。 

 本事業は、今年度新規で始まったものでは

ございますけれども、昭和54年、国際児童年

に合わせまして、熊本県少年の船事業、これ

が行われておりますが、こういったものを発
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展的に解消して今の事業になっております。

なおかつ、平成25年の９月に、県と高雄市、

それから熊本市のほうで国際交流促進覚書書

が締結されておりまして、その中の観光教育

における総合交流の促進という施策の一環と

して一部当課のほうで行うものでございま

す。 

 以上でございます。 

 

○重村栄委員 観光交流の促進……(｢はい」

と呼ぶ者あり)それの観光が入っているか

ら、それは経済分野がやるということです

か。 

 

○谷﨑環境生活部長 補足させていただきま

すと、くらしの安全推進課のほうでは青少年

問題を取り扱ってまして、それで、これま

で、今課長が説明しましたように、県内を中

心に青少年の育成という観点から交流事業を

やってまいりました。 

 今回、今話をしておりますように、台湾・

高雄との交流促進が行われる中で、さっきお

話がありましたように、観光と教育という観

点、その教育の観点から青少年の育成という

ことに着目しまして、子供たちをよりグロー

バルな視点からの育成が図れる視点で派遣を

して、今回のような交流でもって、未来の熊

本を担う子供たちの育成の場として活用でき

るのではないかということで企画させていた

だいております。 

 

○重村栄委員 こういう事業をやられること

は非常に賛成なんです、別に反対しているわ

けじゃなくて。特に、台湾というのは、子供

たちにぜひ一度見とっていただきたいという

場所だと私は認識していますし，非常に喜ば

しいことだと思っていますので、こういう事

業はできるだけ多くやっていただきたいと思

うんですね。できるだけ多くの方に行ってい

ただきたいというふうに思っています。 

 ただ、確かに観光だとかいろんな面で経済

分野での効果も大きいとは思うんですけれど

も、私は、どっちかというと、やはりこれは

教育分野の問題かなというちょっと認識があ

ってまして、本来なら教育分野ですべき事柄

じゃないのかなというふうにちょっと感じた

ものですから今質問させていただいたんで

す。 

 やられるのはどっちでやられても構わない

ので、予算がつけやすいほうでやられて構わ

ないんですが、ただ、この教育分野という部

分をしっかり意識をしていただいて、教育委

員会のほうともしっかり連携をとっていただ

いて、そちらのほうの効果も上がるようにい

ろんなプログラムを考えていただきたいとい

うふうにお願いします。 

 

○山口ゆたか委員長 ほかにありませんか。 

 

○西岡勝成委員 先ほど、真崎商工観光労働

部長から、県内の景気動向、日銀の支店のこ

とも含めてお話いただきましたけれども、い

ろいろな先端技術産業なり、自動車産業な

り、サービス産業なり、観光産業なり、建

設、食品、いろいろな分野があるんですけれ

ども、そういう中で、なべて言われて、雇用

の面においても大体堅調に推移をしていると

いう話でございますけれども、やっぱりまだ

今消費税の導入もありますし、まばらな部分

がたくさんあると思うんですけれども、少々

細かくは分析はされてませんか。地域性も含

めて、例えば観光地はちょっといいとか、そ

ういう食品関係はいいとかというようなこと

で、地域性も含めて何かありましたら。 

 

○真崎商工観光労働部長 先ほど概要のとこ

ろでお話ししたのは、県内全般を捉えてのお

話で、委員御質問のように、業種ごとに見ま

すと、例えば私が申し上げたのは、半導体と

か自動車とか製造業、それから非製造業、い
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わゆる工業とかそういった面では非常によく

なってきている。 

 ただ、例えば熊本で、特に雇用の面なんか

で見ますと、福祉とか、介護とか、そういっ

た面で非常に需要があるんですけれども、そ

ちらに対してはなかなか人がいないという。

それから、九州北部の水害の後の影響、それ

から、これから東京オリンピック、パラリン

ピックが東京で行われる、あるいは東北の大

震災の後始末といいますか、復興に人がとら

れておりまして、建設分野でも人が足りない

という。雇用の需給という面を見ましても、

やっぱり業種ごとにいろいろばらつきはある

ように思っております。それから、地域性も

もちろんこれはありまして、やはりこれはも

うここ数十年といいますか、続いておりま

す。 

 現在は、先ほど申し上げましたけれども、

半導体とか、そういう先端分野の業況観がよ

くなってきたことも影響して、熊本、菊池、

いわゆる北部を中心に、1.0倍を超える有効

求人倍率を示している地域があるかと思え

ば、球磨、それから県南のほうですね、どち

らかといえば。非常に低い地域もあるという

ふうなことで、南北格差というのも地域性と

してはあります。また、0.96倍というのは、

ここ数カ月、九州ではナンバーワン、トータ

ルで言ってもナンバーワンで、0.97、0.98と

いう月もありましたけれども、中身を見ます

と、非正規労働が、やはり４割近くあると

か、こういった状況にあるのも事実でござい

ます。 

 今回の新規といいますか緊急雇用の新しい

メニューで、人材の育成とか、それから雇用

の中身、雇用環境をよくするようなメニュー

の事業も盛り込んでおりますので、これから

我々は、表の全体の数字だけではなくて、中

身に向けても、中身をよく見て、弱いところ

といいますか、そういったところに目を向け

て、いわゆる手当てをしていく必要があると

いう認識は持っております。 

 

○西岡勝成委員 それぞれ今から分析をして

いただいて、地域性、産業別、いろいろな、

要するに日の当たらないところの産業、地域

に、ぜひいろいろな施策の手当てをしてほし

いと思いますし、特にアベノミクス、やっぱ

り成長戦略をどうつくっていくかが今からの

大きな課題ですよね。それぞれの地域の中で

特性を生かしながらやっていく。 

 実は、きのうも質問でも言いましたけれど

も、天草の要するに魚類養殖のフィレ加工場

からできる残渣を、私自身も水俣に持ってい

きまして、15キロ、これはもうブリの肝臓部

分ですよ。もうどぎどぎした部分、産業廃棄

物の課長も来ていただいて、それから油を出

す試験の機械ができておりまして、15キロの

ブリの肝臓から油が2.6キロぐらい出るんで

すね。それを出すのには６リッターの燃油が

要るんですね。その魚油が高く売れないこと

にはペイしないんですね。ただ、鹿児島とか

長崎には、原料を持ち込んで、そのままただ

で持っていくんですね、業者が。だから、何

かに付加価値をつけているわけですよ。 

 この前、２～３日前ですかね、御所浦の養

殖業者がマグロの油からＤＨＡを取り出し、

養殖のタイのうろこからコラーゲンをとって

サプリメントをつくっているというような記

事も載っておりましたけれども、やはり今１

次産業が非常に厳しい中で、そういう新しい

時代に向けての科学的な光を当てることによ

って、また次の戦略が出てくる。 

 特に、フードバレー構想も期待されていま

すけれども、そういう県南地域が、非常に状

況的には１次産業が多くて難しい状況にある

中で、ぜひ産業支援課の課長さんにもお願い

をしたいんですが、きのうサンプルを持って

まいりました。執行部に預けてありますの

で、ぜひ、例えばＤＨＡとかＥＰＡとか、そ

の油の中に入っておれば、それはいいことだ
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し、また３つに分かれて出てくるんですね。

油と、そしてラーメンのだしみたいな感じの

水にまざったやつと、それと灰ですよね。燃

やした要するにかすみたいなやつ、３つに出

てくるんですけれども、それぞれやっぱり肥

料になったり、栄養塩になったり、そういう

部分もあるので、ぜひそういう分析をしてい

ただいて、１次産業がもうちょっと付加価値

をつけるような産業になっていけば非常にあ

りがたいと思いますので、そういう戦略をい

ろんな角度から見据えて、ぜひ熊本全体が盛

り上がっていくような体制をしてほしいと思

います。 

 それに関連して、金融政策も、要するに保

証料と――今、銀行は保証協会つきじゃない

となかなか出さないですよ。保証料を出さな

いかぬ、担保を出さないかぬ、保証人は出さ

ないかぬ。非常に中小企業の経営者は厳しい

です、ある意味。 

 だから、保証料を取るなら、担保とか、保

証人とか、少々――企業の内容にももちろん

よると思いますけれども、助成をしてやると

か、何とか保証料を下げてやるとか、方法を

とらないと、もういつまでたっても中小企業

は浮かび上がらないというような感じもしま

すので、その辺からの支援もぜひお願いをい

たしておきたいと思います。 

 もう１つ、先ほどは水の問題がありまし

た。観光戦略で、食、温泉、水と。 

 私は、水の保全の面から、熊本は本当に地

下水を含めて水が豊富なところで恵まれてい

ると。おいしいし、これを守らないかぬと思

うんですね。水位もかなり下がっておるし、

硝酸化の問題もありますけれども、やっぱり

観光客が来たときに、熊本の水は日本一で

す、だから大事にしましょうぐらいのステッ

カーぐらいくまモンに乗せて、水道の蛇口と

か、あの辺にちょっと嫌みなくつけとったら

大分違うと思うんですよ。宣伝にもなるし、

ぜひ、やっぱり水を大事にすると。 

 多分熊本県の県民の平均の水使用量はかな

り多いでしょう。多いんですよね。これは恵

まれているから多いんですよ。だから、地下

水の水位も下がっている現状から考えると、

やっぱり県民そのものが水を大切にする、そ

してまた観光客、来ていただいた人たちも、

そういう、日本一だからこそ水を大切にしよ

うという認識を持ってもらうために、ぜひそ

の辺のくまモンのシールぐらい考えて、嫌味

のないようにしていただいて、これは要望で

すけれども、よろしくお願いをいたしたいと

思います。 

 

○山口ゆたか委員長 はい、承ります。 

 ほかに質疑はありませんか。 

 

○重村栄委員 済みません、時間が若干あり

そうなので。 

 けさ、私はシンガポールから帰ってきたん

ですけれども、佐藤先生も一緒だったんです

けれども、ちょっと自民党の３期生でシンガ

ポール、インドネシアへ視察に行ってきたん

ですよね。ハラールの件もあるし、それから

労働者、看護師さんたちの派遣の件もある

し、それからコンテンツを使った映像を使っ

た観光客誘客、そういった取り組みの話と

か、そういったものを視察、研修に行ってき

たんですけれども、その話とは直接関係ない

――ただ、その中で、私がたまたま５～６年

前にジャカルタに行ったときに、これはプラ

イベートで行ったんですけれども、両替して

いたお金を全く使わないで持ってたんです

よ。ちょうどそのとき１万円両替したのが14

3万ルピアぐらいあったんですね。今は１万

円で100万ルピアなんです。４割違うんです

よ。５～６年前と比べて４割違うんですね。

それを私は何か得した感じだったんですが、

今考えると、ここの資料の中にも、上海だと

か、広西だとか、シンガポールとか、県の職

員の方、派遣されるなり駐在されるなりして
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活躍をされてますけれども、逆にその人たち

のことを思うと、今の円安が非常に生活を圧

迫しているんじゃないかなと、あるいは行動

費を圧迫しているんじゃないかと。ちょうど

今円安になってとまってますけれども、多分

規定はそんなに変わってないと思うんです

よ、県が出す規定は。対応してないんじゃな

いかなと。ということは、多分何年か前から

見れば、その方々の活動は、どうしてもトー

タルの金額から圧縮されていっているんじゃ

ないかなと。活動に制約がかかってきている

のではないかなということをちょっと逆に感

じたんですね。 

 きょうも、これからもこういった海外戦略

をじゃんじゃん進めなくちゃいけないと、そ

ういうお話が出てはおりますけれども、そう

であれば、こういう円安とかあったときにも

対応できるようにしとかないと、急激な円安

があったときに本当に大変だろうなという気

がしますし、インドネシアあたりも、ここ２

年ぐらいで人件費が３割ぐらい上がっている

んですね。それから、シンガポールあたりも

家賃がじゃんじゃん上がってきているんです

よね。物価もかなり上がってきているみたい

です。 

 だから、そういった海外に駐在する、ある

いは海外にいて仕事をしてもらうためには―

―出張で１週間だったらいいですよ。１年も

２年もいるとなると、やはり経済の動向に応

じた活動費をやっておかないと、行く人も大

変だと思うし、活動もどうしても制約されて

くると思うので、その辺は、いろんな形で、

ちょっとこれは真崎部長がわかったというわ

けにはいかぬでしょうけれども、そこら辺の

ことを少し考慮してもらったほうがいいんじ

ゃないかなと感じたものですから、ちょっと

老婆心ながら申し上げておきたいと思いま

す。 

 

○真崎商工観光労働部長 大変ありがたいと

いいますか、おっしゃるとおりで、実は、そ

うですね、個人の活動費ももちろんそうでし

ょうけれども、例えば家賃とか我々が想定し

たよりも高く、日本円で換算すると高騰して

います。それについては、もうどうしても必

要経費なものですから、財政当局と話して、

その分のアップの交渉等をやっていますけれ

ども、我々も全く同じことを考えております

ので、その辺については私がどうしますとは

ちょっと言えませんけれども、そういった事

情というのは財政当局も感覚的にはわかって

くれてると思いますので、今後十分な――せ

っかく先方に居を構えて１年、２年と置いて

る職員ですので、初期の目的を十全にいわゆ

る果たせるだけの活動費あたりの手当てはど

うしても必要だというふうなことで考えてお

ります。そういったことでやっていきますの

で、ぜひぜひ応援団としてよろしくお願い申

し上げます。 

 

○重村栄委員 あわせて、もう１つ。 

 関連してですけれども、向こうの方とお話

をいろいろさせていただいて、その中で、今

回だけじゃないんですけれども、台湾でもそ

うだったんですけれども、やはり名刺を持っ

ていって、はいわかりましたという話になら

ないんですね。もう名刺は持たないで、やあ

やあと言って会わないと話が進まないと。 

 要するに、人と人のつながりが最後にもう

決め手になるので、そうなってくると結局、

例えば、１年でローテーションですよとか、

２年でローテーションですよじゃ、もう話が

本当のところまで行かないというのがやっぱ

り現実みたいですので、そういった派遣の期

間、あるいはそのローテーション、そこもし

っかりと見据えてやっていかないと、そのと

きだけこの人がいるからいいやというわけに

はいかないのかなと。 

 やっぱりいろいろしていただいた中でも、

そういうのをひしひしと感じますし、たまた
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ま今回板東さんにいろいろついていただいて

していただいたんですけれども、やはり顔が

つながっているから話ができると、ここまで

話してあげるよというのが全部出てくるんで

すね。 

 そういった意味では、もう本当に人のつな

がりが決め手になるのかなと思いますので、

重々おわかりだと思いますけれども、県の場

合ですから異動とかいろいろあるから難しい

んでしょうけれども、でもやっぱりそこはし

ていかないと、切れたら終わりという可能性

があるので、そこら辺も含めてよろしくお願

いしたいと思います。 

 

○佐藤雅司委員 37ページ、人権同和政策

課。 

 本当に御苦労さんでございます。新規で３

番にスポーツ組織と連携・協力した人権啓発

活動事業ということで新規で出てきておりま

すが、ここにヴォルターズと出てきておりま

すので、何かなというふうに思ったので。私

も武道スポーツ議連の事務局長をしておるも

のですから、ちょっとお尋ねをしておきたい

ということですが。 

 

○中富人権同和政策課長 熊本ヴォルター

ズ、熊本県に一昨年発足しましたプロバスケ

ットボールチームでございます。ＮＢＬに所

属してまして、西地区６チーム、東地区６チ

ームございます。正直言って、今のところ、

まだまだ若いチームで負け込んでまして、西

地区６位という状況でございます。 

 一方で、例えばロアッソ熊本と連携したら

どうかというような御意見も途中ではあった

んですけれども、ロアッソのほうは、現在、

熊本市を中心として、県と国、連携して人権

啓発のイベントをやっております。それに比

べまして、ヴォルターズのほうは、熊本市内

だけじゃなくて、ホームゲームを宇土市とか

八代市、益城町等々でもやっておりまして、

県下への広がりもあるということも考えまし

た。 

 また、若いチームがこれから県内に浸透し

ていく、少しずつ強くなっていく、それとと

もに人権啓発の輪を広げていきたいと、そう

いう願いを込めて、また、ヴォルターズへの

支援という気持ちも含めて、一緒に連携して

いこうということで考えているところでござ

います。 

 

○佐藤雅司委員 私も、連勝に次ぐ連勝なら

いいんですけれども、連敗に次ぐ連敗という

ことで、今最下位じゃないかなと思っており

ますが、まあ、かえってそういうふうな、逆

に強いだけじゃなくて、有名だけじゃなく

て、弱い人たちを――弱いというか、余り今

きらきらしてないところをターゲットにし

た、それを素材として使うというのは、ある

意味いいのかなとは思いますけれども、何で

だろうかという疑問というのは、余り勝って

もいないのにという感じが県民の皆さんの中

にあるのだろうと思います。 

 ですから、やっぱり何というか理由をはっ

きりしないといかぬのかなという感じがして

おりますので、ぜひ、そういうところは、皆

さんのほうから、しっかりとした説明という

か、いわゆる人権団体はたくさんありますの

で、そういった方々にも御理解をいただくと

いうのは、もう既に作業としてやっておられ

るのかなというふうに思いますけれども、ぜ

ひ説明責任を果たしてもらいたい、それだけ

の話です。 

 以上です。 

 

○中富人権同和政策課長 人権啓発を進める

上で、どうしても人権問題はかた苦しいとか

難しいというようなイメージがございます。

もちろん深刻な人権問題にはきちんと答えて

いく必要がございますけれども、一方で、お

互いを尊重し合う風潮づくり、この中で人権
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を身近に感じてほしいという気持ちもござい

ます。 

 また、一方では、比較的年配の方はそうい

う気持ちを持ってらっしゃいますけれども、

若い人に対する浸透がいま一つというのがご

ざいまして、例えば、あるうちのほうの人権

問題講演会のお客さんの大体７割ぐらいが50

歳以上という状況もございます。 

 ですから、ぜひ若い人に人権というキーワ

ードを感じていただきたい、そういう機会を

つくりたいということで、関心を持っていた

だいて、お互いを尊重し合うというふうな風

潮をつくっていきたい。その意味で、スポー

ツという明るく元気なイメージと結びつけな

がら啓発をやりたいという気持ちでございま

す。 

 委員が御指摘のとおり、わかっていただけ

ることは大事ですから、わかっていただける

ような啓発のあり方を一生懸命頑張ってまい

ります。 

 

○山口ゆたか委員長 ほかに質疑はありませ

んか。 

  （「なし」と呼ぶ者あり） 

○山口ゆたか委員長 なければ、これで質疑

を終了します。 

 次に、その他の報告に入ります。 

 報告の申し出が、環境生活部から３件、商

工観光労働部から１件、企業局から１件あっ

ております。それぞれ担当課長から説明を受

けた後に、一括して質疑を受けたいと思いま

す。 

 それでは、報告１について、環境生活部水

俣病審査課と水俣病保健課から説明をお願い

します。 

 

○中山水俣病審査課長 水俣病審査課です。 

 お手元の資料、経済環境常任委員会報告事

項のうち、環境生活部の冊子１ページからお

願いします。水俣病対策の状況について、少

々お時間をいただいて説明させていただきま

す。 

 １ページ、１の水俣病対策の主な経緯につ

いてですが、昨年４月16日の最高裁判決以降

の経緯を掲げております。以下、日付ごとの

逐一の説明は省略し、ポイントのみ御説明さ

せていただきます。 

 この最高裁判決では、水俣病かどうかを判

断するに際しては、総合的に検討することが

重要であるとの指摘がなされました。そこ

で、県としては、総合的検討とはいかなるも

のであるのか、その具体化を環境省に求めた

ところです。 

 その結果、資料の２ページをお願いいたし

ます。 

 ２ページの上から４段目になりますが、本

年の３月７日に、環境省から総合的検討につ

いての通知が発出されました。 

 このような最高裁判決後の一連の動きの中

で、大変恐縮ですが、資料の１ページに戻っ

ていただけますでしょうか。 

 下から２段目、昨年の10月25日です。水俣

病認定申請棄却処分に係る行政不服審査請求

事件について、国の不服審査会から、認定相

当として、県知事の棄却処分を取り消す裁決

が出されました。そして、この裁決には、従

前の裁決を変更するという記述があり、水俣

病の判断に乖離して、これまでの考え方を変

更するというものでした。 

 これに対して、環境省は、今回の裁決は個

別事案である参考事例であると。言うなれば

これまでと変わらないとも言える考え方を示

したことから、不服審査会と環境省という同

じ国において２つの考え方が生じる結果とな

りました。このことから、県としては、この

まま認定審査業務を継続することは困難であ

ると判断したところです。 

 そのため――資料の２ページの１行目をお

願いします。県として、環境省に要求を行う

こととしました。すなわち、今後は国の臨時
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水俣病認定審査会、いわゆる臨水審で審査を

行うよう、その設置と開催を求めたところで

す。 

 その結果、資料の３段目ですが、本年２月

19日、北川環境副大臣が来熊され、知事と会

談、県の要望に対する回答として、臨水審を

開催するというお答えをいただきました。 

 関連して、資料の３ページをお願いしま

す。 

 ２の最近の国・県の動きについてです。 

 ３月７日に環境省が総合的検討の具体化に

係る通知を発出したことを受けて、環境省に

対して、今後は、国の臨水審での審査の中で

具体化通知を踏まえた実績を積み重ねていた

だくよう求めております。そして、環境省

は、現在、臨水審の設置、開催に向けて準備

を進めております。 

 資料には記載しておりませんが、臨水審に

つきましては、来る４月26日に、環境省にお

いて、今回の設置後第１回目となる会合が開

かれることになっております。 

 次に、資料の３ページの３、認定業務の状

況についてですが、(3)のところをお願いし

ます。 

 県の認定審査会の開催についてですが、平

成25年度は、最高裁判決を受けた総合的検討

の具体化をめぐる動き、あるいは臨水審での

審査を求めるといった状況から、開催されて

おりません。 

 今後の県の認定審査会の開催については、

国の状況を見きわめながら判断したいと思っ

ております。 

 次の４、水俣病に関する裁判の状況につい

てですが、裁判の経過につきましても、１ペ

ージからの経緯に記載はしておりますが、詳

しくは資料の５ページに一覧で示しておりま

すので、こちらをごらんいただきたいと思い

ます。 

 現在、４件の訴訟が提起されております。 

 まず、表の一番左の水俣病被害者互助会に

よる国家賠償等請求訴訟についてです。 

 平成19年から、原告８名による国、県、チ

ッソを相手取った損害賠償を求める裁判が続

いております。 

 下の経過の欄にありますように、去る３月

31日に熊本地裁の判決があり、原告のうち３

人について一部請求を認め、５人については

請求が棄却されております。 

 判決の詳細につきましては、資料の６ペー

ジに記載しておりますので、そちらをお開き

ください。 

 １の訴訟の概要と２の判決の概要につきま

しては、省かせていただき、３の県の対応の

ところをごらんいただきたいと思います。 

 県としては、今回の判決について、さまざ

まな視点から検討した結果、汚染の期間、発

症までの期間、除斥期間などについて、過去

の最高裁判決と異なるところがあり、上級審

の判断を仰がざるを得ないと考え、４月８日

に、専決処分の上、控訴をいたしました。 

 控訴を行うに際しては、議会の議決をいた

だくことになっておりますが、地方自治法17

9条の規定により、知事の専決処分とさせて

いただきました。本件につきましては、６月

県議会で御承認いただきたくよろしくお願い

申し上げます。 

 恐れ入ります。再び資料５ページの一覧表

にお戻りいただき、次に、左から２番目のノ

ーモア・ミナマタ第２次訴訟についてです。 

 これも、国家賠償等請求訴訟、つまり損害

賠償を求めるもので、昨年の６月に提訴、そ

の後も追加提訴があり、現在430人の原告数

となっております。 

 次に、資料の左から３番目の訴訟は、こと

しの２月に提起されたものです。これは、損

害賠償ではなく行政訴訟となります。 

 訴訟の内容としては、先ほどから申し上げ

ております総合的検討の具体化、この通知に

関して、認定申請中の方が、国は通知文書を

出してはならない、県は受け取ってはならな
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いとして、差しとめを求めている裁判です。

しかしながら、既に通知文書は発出されてお

りますので、今後は、請求の趣旨を変更し

て、通知自体の取り消しを求めるという裁判

が続けられるものと思われます。 

 最後に、一番右側の障害補償費不支給決定

取消等請求訴訟についてですが、これは水俣

病関西訴訟で損害賠償が認められ、その後公

健法上も水俣病と認定された方が、県に対し

て公健法上の補償を請求された事案です。 

 県としては、既に損害賠償によって損害が

補われているため、公健法上の補償義務はな

いとして、不支給の決定を行いました。その

ことに対して、決定の取り消しと補償の給付

を求めるという裁判です。経過欄にあります

ように、５月30日に第１回目の口頭弁論が予

定されております。 

 以上が裁判の状況ですが、いずれの訴訟に

ついても、県として、司法の場で主張、立証

を行い、適切に対応してまいりたいと考えて

おります。 

 水俣病審査課は以上です。 

 

○田中水俣病保健課長 水俣病保健課でござ

います。 

 恐縮でございますが、資料の４ページへお

戻りをお願い申し上げます。 

 ５の特措法による救済についてでございま

す。 

 (1)の申請者数４万2,961人及び下の表の内

訳につきましては、記載のとおりでございま

すので、説明を省略させていただきます。 

 県といたしましては、対象者の確定に向け

まして最大限の努力を行いますとともに、相

談窓口での対応やフォローアップ事業に取り

組んでまいりたいと考えております。 

 保健課は以上でございます。よろしくお願

い申し上げます。 

 

○山口ゆたか委員長 次に、報告２につい

て、環境生活部環境立県推進課から説明をお

願いします。 

 

○佐藤環境立県推進課長 環境立県推進課で

ございます。 

 委員会報告事項の７ページをお願いいたし

ます。 

 熊本地域地下水総合保全管理計画に基づく

第２期行動計画の策定についての御報告でご

ざいます。 

 １の経緯でございますが、これまで管理計

画及び平成21年度から25年度までの第１期行

動計画により諸対策を進めてきたところです

が、引き続き第２期行動計画を策定いたしま

した。 

 概要でございますが、(1)の策定主体は、

県と熊本地域の11市町村、(2)の計画期間

は、今年度から平成30年度までの５年間、策

定の趣旨は、第１期行動計画の成果と課題を

踏まえ、今後５年間の具体的な目標と施策を

定めるものでございます。 

 (4)につきましては、８ページをお願いい

たします。 

 まず、第１期行動計画の実績でございま

す。 

 地下水かん養量は、約2,000万立方メート

ルを確保し、目標の2,780万立方メートルの

約７割となっております。地下水採取量は、

１億6,900万立方メートルとなり、目標の１

億7,872万立方メートル以下を達成しており

ます。硝酸性窒素濃度につきましては、環境

基準値の10ミリグラム・パー・リットルを超

える井戸は、指標井戸115本のうち22本、割

合にすると19％という状況でございます。 

 これらの状況を踏まえまして、第２期行動

計画では、右側の枠囲みのとおり、５つの柱

立てをいたしまして対応してまいります。 

 まず、１の地下水涵養対策でございます

が、①の白川中流域の水田湛水事業を継続す

るとともに、②では、新たに菊池や益城、御
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船といった台地部の市町村にも働きかけて、

湛水事業を拡大することとしております。 

 あわせまして、③では、涵養域でできた米

など地下水を育む農産物を買い支えて、涵養

域の農地保全を図ることとしております。目

標としましては、平成30年度までに地下水涵

養量3,500万立方メートルの確保を掲げてお

ります。 

 ２の節水対策では、①の雨水浸透ますや雨

水貯留タンクなど節水設備の普及促進や、②

の意識啓発に取り組むこととしております。

第１期よりさらに320万立方メートルの削減

を目指します。 

 ３の地下水質保全対策につきましては、①

の硝酸性窒素の地下浸透要因の実態把握、②

の市町村の削減計画策定と計画的取り組みの

促進、③の生活排水、家畜排せつ物、施肥と

いった発生源ごとの基本的対策の推進などに

取り組むこととしております。目標として、

引き続き基準値を超える井戸の割合を５％以

下に抑えることを掲げております。 

 また、４の地下水保全の普及・啓発に引き

続き取り組むとともに、５の地下水の活用に

つきまして、地下水を育む農産物等のブラン

ド化やくまもとの地下水の魅力の情報発信な

ど、関係課と連携いたしまして積極的に取り

組んでまいりたいと思います。 

 報告は以上でございます。よろしくお願い

します。 

 

○山口ゆたか委員長 次に、報告３につい

て、環境生活部自然保護課から説明を願いま

す。 

 

○三原自然保護課長 自然保護課でございま

す。 

 報告事項の９ページをお願いいたします。 

 先ほど、部長の総括説明の中でも鳥インフ

ルエンザのことについては触れておりますけ

れども、改めまして、高病原性鳥インフルエ

ンザ発生に際し、野鳥に対する対応状況につ

いて報告させていただきます。 

 まず、１の国の対応状況でございますけれ

ども、鳥インフルエンザ発生直後から、監視

区域として、鳥インフルエンザ発生箇所から

半径10キロ圏内を野鳥重点監視区域として設

定し監視を強化するとともに、調査チームと

して、環境省九州環境事務所、それから自然

環境研究センターの調査チームを派遣し、調

査が実施されております。これにあわせ、県

も共同で調査を行っております。なお、この

調査で重点監視区域での野鳥の異常は認めら

れておりません。 

 次に、２の県の対応状況についてですが、

死亡野鳥を見つけた場合の対応として、マス

コミやホームページを通じて、死亡野鳥の取

り扱いや相談窓口を周知するとともに、野鳥

巡視の強化として、鳥獣保護員等により異常

野性鳥獣の監視や死亡野鳥の調査を強化して

おります。 

 また、野鳥緊急調査として、県内全域にお

いて、死亡野鳥の確認や簡易検査等の鳥イン

フルエンザ緊急調査を実施しております。 

 ３、これまでの県民からの相談件数等とい

うところでございます。 

 お手元の資料には、４月17日現在で書いて

おりますが、４月23日現在、昨日現在でござ

います。 

 昨日現在で、相談件数は142件でございま

す。そのうち、死亡原因が明らかなものや腐

敗等により検査ができないものを除く31件に

ついて簡易検査を実施しました。その結果と

しましては、陰性が31件でございます。 

 このように、野鳥の簡易検査でも異常は確

認されておりません。 

 自然保護課の説明は以上です。よろしくお

願いいたします。 

 

○山口ゆたか委員長 次に、報告４につい

て、商工観光労働部エネルギー政策課から説
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明を願います。 

 

○村井エネルギー政策課長 エネルギー政策

課でございます。 

 別紙、経済環境常任委員会報告事項をごら

んください。 

 先般、国のエネルギー基本計画が策定され

ましたので、その概要及び本県の総合エネル

ギー計画における位置づけ等について御説明

します。 

 まず、お開きいただき、１ページ目の１、

国の「エネルギー基本計画」を巡る動きをご

らんください。 

 エネルギー政策基本法に基づき、本年４月

11日に、第４次になる国のエネルギー基本計

画が閣議決定されました。 

 本計画は、前回の第３次計画の後に、東日

本大震災及び東京電力福島第一原子力発電所

事故を初めとしたエネルギーをめぐる環境が

国内外で大きく変化したことに対応し、新た

な方向性を示すものです。 

 本県では、熊本県総合エネルギー計画を議

会の賛同を得て平成24年10月に策定してお

り、その中で、国の関連計画との整合を図り

つつ、県のエネルギー政策を推進する旨、記

載しております。 

 参考として、熊本県総合エネルギー計画の

位置づけの図を載せております。 

 真ん中に熊本県総合エネルギー計画を、左

上に国の関連計画を、その中にエネルギー基

本計画を記載しております。国の関連計画と

の整合を図ることとしており、そのことを矢

印で示しております。 

 次に、右側のページをごらんください。 

 ２、国のエネルギー基本計画のポイントを

記載しております。 

 (1)エネルギー政策の基本視点ですが、安

全性を前提とした上で、エネルギーの安定供

給を第一とし、経済効率性の向上と環境への

適合を図ることとされています。 

 (2)“多層化・多様化した柔軟なエネルギ

ー需給構造”の構築と政策の方向ですが、こ

れは、各エネルギー源が多層的な供給体制を

形成することによって、危機時に特定のエネ

ルギー源の供給に支障が生じても、その他の

エネルギー源でバックアップできるようなエ

ネルギー供給構造の強靱化や需要サイドへの

多様な選択肢の提供、さらに国産エネルギー

の自給率の改善及びエネルギー効率の改善や

省エネルギーを進めることとされています。 

 (3)各エネルギー源の位置付けと政策の時

間軸につきましては、①一次エネルギーにつ

いては、再生可能エネルギーの導入を2013年

から３年程度最大限加速し、その後も積極的

に推進することとされております。 

 また、地熱、一般水力、原子力及び石炭

を、発電コストが低廉で安定的に発電できる

ベースロード電源として、天然ガス及びＬＰ

ガスを、発電コストがベースロード電源の次

に安価で出力を機動的に調整できるミドル電

源として、石油を、発電コストは高いが出力

を機動的に調整できるピーク電源として位置

づけています。 

 なお、原発については、安全性が原子力規

制委員会により世界で最も厳しい水準の規制

基準に適合すると認められた場合には、再稼

働を進めるとされています。 

 ②二次エネルギーについては、電気や熱に

加え、水素が中心的役割を担うことを期待さ

れています。 

 ③政策の時間軸は、中長期として、今後20

年程度を視野に、特に2018年から2020年を集

中改革実施期間と設定されています。 

 以上が国のエネルギー基本計画のポイント

です。 

 最後に、３、熊本県総合エネルギー計画の

推進ですが、今回示された国のエネルギー基

本計画は、新エネルギー、再生可能エネルギ

ーの導入加速化や省エネルギーの推進強化を

政策の柱に掲げる熊本県総合エネルギー計画
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と目指す方向は一致しておりますので、県と

しては、引き続き国のエネルギー政策と連携

しながら施策を進めてまいります。 

 エネルギー政策課は以上でございます。よ

ろしくお願いいたします。 

 

○山口ゆたか委員長 次に、報告５につい

て、企業局から説明をお願いします。 

 

○五嶋企業局次長 報告事項の企業局と書か

れている資料をお願いいたします。 

 荒瀬ダム本体等撤去工事の進捗状況でござ

います。 

 １ページあけていただきまして、まず１の

平成25年度工事の状況でございます。 

 具体的には、次の２ページから３ページの

写真で説明させていただきます。 

 まず、２ページをごらんください。 

 上段の写真ですが、平成25年４月時点の上

流からの写真になります。まだ水位低下前の

ものとなります。この後６月に水位低下ゲー

トを開放し、水位を下げ、工事を施工しまし

た。具体的には、４門の洪水吐きゲート、そ

れと右岸側の３基の門柱及び管理橋を撤去し

ております。 

 下段の写真が、平成26年３月時点の写真と

なりますが、計画どおり予定していた工事を

完了することができました。 

 ３ページをごらんください。 

 この写真は、門柱撤去の発破作業状況でご

ざいます。 

 発破作業につきましては、御心配をおかけ

したこともありましたが、試験施工を繰り返

し、無事倒壊させることができました。引き

続き、安全や環境に十分配慮して、荒瀬ダム

撤去を確実に進めてまいりたいと考えており

ます。 

 恐れ入りますけれども、再度１ページのほ

うをごらんください。 

 ２の平成26年度工事予定について御説明い

たします。 

 中ほどの図面をごらんください。 

 今年度は、図面の朱色で着色しております

部分を撤去する予定でございます。 

 具体的には、洪水吐きゲートを３門、それ

と本体の右側、みお筋部分の撤去を行う予定

です。 

 続きまして、下段の図をごらんください。 

 本体右岸みお筋部の撤去でございますが、

作業班を２班体制とし、２カ年で予定してお

りましたみお筋部の撤去を今年度１年間で行

うこととしております。 

 以上で撤去工事の進捗状況の報告を終わり

ますが、全体工程計画のとおり６年間でダム

撤去を完了させるよう、引き続き工程管理を

行ってまいりたいと考えております。よろし

くお願いいたします。 

 

○山口ゆたか委員長 報告の説明が終了しま

したので、質疑を受けたいと思います。質疑

はありませんか。 

 

○西岡勝成委員 水俣病に関して２点ちょっ

とお尋ねをいたしたいと思いますけれども、

臨水審の委員が決まって、いよいよ審査に入

るということですけれども、今のところ２人

ですかね。そういう臨水審での審査の積み重

ねを見て、県の認定業務の再開をしたいとい

うことですが、申請者はふえてくるんですか

ね。どういう今努力をされているんですか。 

 

○中山水俣病審査課長 今、臨水審に対する

申請者の状況をお尋ねかと思いますが、現在

２名申請をされて、今後につきまして、今の

ところ我々が申請者の方と接するときには、

できるだけ現在の状況でありますとか制度の

説明を行っております。決して強制をするよ

うなことはないように注意をしながら説明を

しておりますが、今後26日に臨水審が立ち上

がりますので、その後もまた周知をどうする
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かは国と考えていくことになりますが、でき

るだけ御理解をいただくような努力をしたい

と思っております。ただ、今のところどれぐ

らいの方が手を挙げていただくかというとこ

ろについては、まだ予想がつかないところで

ございます。 

 

○西岡勝成委員 やっぱり積み重ねというこ

とになると、かなりの人数をやっぱり判断し

ていただいた上でないとなかなか動きづらい

と思うので、その辺ぜひ、もうこれは努力し

かほかないと思うんですけれども、重ねて努

力をしていただきたいと思います。 

 もう１ついいですか。 

 

○山口ゆたか委員長 はい。 

 

○西岡勝成委員 これは報告事項の中では説

明はなかったんですが、会社更生法案が維新

の会から出されて衆議院を通過したという話

ですけれども、新聞によると、園田代議士は

自民党から頼まれたというようなことも載っ

てましたが、果たして法案を出す前に県に説

明はあったんでしょうか。 

 

○正木環境政策課長 環境政策課でございま

す。 

 県としては、この修正案について事前には

説明は受けてはございません。 

 

○西岡勝成委員 非常にある意味おかしいと

思うんですね。第一線におるところに何の説

明もなく、特に自民党から頼まれてという話

になると、委員長、何か話はありましたか。

事前に。 

 

○山口ゆたか委員長 私にはありません。 

 

○西岡勝成委員 自民党にも多分県連にもな

いと思っているんですね。非常におかしいな

と。やっぱり第一線にある熊本県に、まず報

告をしながら進めるべきだと思うんですね。 

 まず、この法案の趣旨が私余りよくわから

ないんですが、何のために今これを出すのか

ということを、ちょっと県の見解を。 

 

○正木環境政策課長 環境政策課でございま

す。 

 ちょっと県の見解というのはなかなか難し

いんですが、まず、法案というか修正案の概

要について簡単に御説明させていただきま

す。 

 現在、国会に会社法の改正法案が提出され

ております。その内容は、親会社が子会社の

株式を売却する際に、株主総会の特別決議、

出席株主の３分の２以上を新たに義務づける

というものでございます。これをチッソとＪ

ＮＣに置きかえますと、チッソがＪＮＣの株

式を売却する際には、その特別決議が要ると

いうものでございます。 

 一方、水俣病特措法では、親会社チッソが

子会社ＪＮＣの株式を売却する際には、環境

大臣の承認が義務づけられております。それ

で、今般維新の会から提案があった修正案と

いうものは、もう既に水俣病特措法に基づい

て子会社の株式の売却をする際には環境大臣

の承認がもう義務づけられているので、それ

に加えて、今回会社法の改正で株主総会の特

別決議を義務づける必要はないんじゃないか

ということで、これまでの特措法ででき上が

ったスキームを維持するために修正を加えた

というような趣旨というふうに聞いておりま

す。 

 県としての立場ということでございますけ

れども、今申し上げましたとおり、全く国会

の中で審議中でございまして、昨日衆議院の

法務委員会で通ったということですけれど

も、この後衆議院の本会議、参議院の法務委

員会、参議院の本会議というふうに続いてい

きますので、現段階で県としてコメントを申
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し述べることは差し控えさせていただきたい

と考えております。 

 

○西岡勝成委員 いずれにしても、被害者側

からすると、やっぱり早くこの物事を片づけ

たいんだというような認識になってしまいま

すよね。その辺からすると、私は、やっぱり

ちゃんと国会議員の先生方も県に説明をして

物事を運ぶべきだと思うんですね、今回は。

その辺は、やっぱりある意味自民党でもどこ

でもいいですが、抗議はしておくべきだと思

います。 

 

○鎌田聡委員 非常に、この修正案の話がき

のうあって、きょう、本来はやっぱり水俣病

の関連の委員会ですから、やっぱり報告とし

ていただきたかったというのが１つありま

す。やっぱり県のほうから、状況について、

きのうこういう状況であった――まあペーパ

ーでいただきましたけれども、きょうの委員

会の中で報告すべき内容じゃないかなという

ふうに思います。 

 それと、県のほうに事前に話がなかったと

いうのは非常に残念なことで、やっぱり特措

法をつくる段階で、いろいろやっぱり議会も

県のほうも一生懸命努力してやってきたわけ

でありまして、そこを――今回の会社法の改

正案で、これはどうなんですか。ハードル

は、３分の２というのが高いんですかね。環

境大臣の承認のほうが高いんですかね、ハー

ドル的には。どういう評価をされています

か。 

 

○正木環境政策課長 まず、３分の２のハー

ドルが高いかどうかということについては、

いろいろ評価もあると思いますので、ちょっ

とこちらで高いとか低いとか申し上げること

は差し控えたいと思いますけれども。 

 今回報告になかったということで大変失礼

いたしました。何分ちょっと国の、しかも議

員修正の動きでして、当方としても、環境省

を通じていろいろ情報収集に努めてはおった

んですが、なかなか情報は入らない状況でし

て、ただ、きのう現に通過したということで

すので、今後こういう案件があったときに報

告させていただくかどうかについては、今後

委員長と相談しまして、報告させていただく

かどうか決めたいと思います。 

 

○鎌田聡委員 まだまだ救済されてない被害

者がいっぱいいらっしゃるわけで、特措法の

救済の枠組みについても、まだまだ対象者確

定に向けて努力されている段階でこういった

法案の動きが出てくると、非常にやっぱり被

害者にとっては不安に感じられる部分もあり

ますし、臨水審の話も、今西岡先生のほうか

らありましたけれども、なかなか、601人が

申請されとって、まだ１人か２人の話で、そ

の積み重ねを見ながらやっていくということ

ですけれども、県は県として、やっぱり余り

積み重ねで時間ばっかりとられないで、県は

県として、やっぱり認定審査会を早くやるべ

きだと思いますけれども、これはどのくらい

考えているんですか。何名ぐらいとか、時間

は、どのくらいたったら県の審査会を再開し

ようと考えているのか、そこを教えていただ

きたいと思います。 

 

○中山水俣病審査課長 今、後のほうの御質

問は、臨水審でどれぐらい積み重なったらば

県のほうで審査会が再開できるのかというこ

とだと思います。 

 まず、臨水審については、現に２名の方と

いうことですが、今後審査の状況がどのよう

に展開されるかわかりませんが、極端な話、

601名全員を国でやらなければ県として考え

方の整理がついたというところまで考えてい

るわけではありません。ある程度臨水審の中

で件数が積み上がる中で、水俣病の判断につ

いての整理がされていく。 
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 それと、もう１つ、国の不服審査会におけ

る審査請求の案件もございます。この不服審

査請求の事例について、同じ国ですので、ど

のような判断がなされるかということも見き

わめながら考えたいと思っております。 

 したがって、どの期間待てばというか、た

てば再開できるかということは、今なかなか

申し上げられるところではないんですが、た

だ、国の臨水審といいましても、現場での疫

学調査や検診というのは行う必要がございま

す。この点に関しては、県も責任がございま

すので、精いっぱい取り組んでまいりたいと

思っております。 

 

○鎌田聡委員 601件が、これは減っていく

かどうかは――またふえていく可能性もある

と思うんですね。やっぱりこれからですね。

やっぱりそういった中で、できるだけ早く―

―県の立場もわかりますよ。国から、去年み

たいに、それは私たちもおかしいなと思いま

すけれども、国の対応が違うというやり方は

ですね。そこは早く合わせてもらいたいとい

う思いはありますけれども、一方では県の審

査会を開かないということがやっぱり無責任

というような見方もされますので、そういっ

たところはやっぱり国のほうにぜひせっつい

ていただいて、対応を急いでいただくように

お願いをしたいと思います。 

 以上です。 

 

○城下広作委員 これは、そもそもこの会社

更生法の見直しなんですけれども、これはチ

ッソのために見直すとかそういう法律じゃな

くて、一般企業、同じような感じで網をかぶ

せるということだから、そこがチッソのため

にやるという形の部分であったのか。一般企

業の部分も含めて同じようにということだか

ら、ここの位置関係をはっきり言っとかない

と誤解を招くんじゃないかと思って。 

 

○正木環境政策課長 この本体の会社法改正

については、一企業とかじゃなくて、あらゆ

る企業に適用される大きな法改正でございま

す。今般の議員修正につきましては、水俣病

特措法についての修正というところでござい

ます。 

 

○山口ゆたか委員長 ほかにありませんでし

ょうか。 

 鎌田委員に申し上げますけれども、きょう

いただいた御意見も踏まえて、委員会での報

告の内容でありますとか、そういったものは

執行部と話し合いをしながら、きょういただ

いた意見を参考にして進めさせていただきま

す。 

 

○鎌田聡委員 よろしくお願いします。 

 

○山口ゆたか委員長 ほかにありませんでし

ょうか。 

  （「ありません」と呼ぶ者あり） 

○山口ゆたか委員長 それでは、最後にその

他に入ります。委員の皆様から何かありませ

んか。 

  （「ありません」と呼ぶ者あり） 

○山口ゆたか委員長 なければ、以上で本日

の議題は全て終了いたしました。 

 それでは、これをもちまして、第２回経済

環境常任委員会を閉会いたします。 

 お疲れさまでございました。 

   午後４時33分閉会 
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